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通信利用動向調査（世帯対象調査編）の概要 

 

１ 調査の目的 

 

  郵便、電気通信及び放送サービス利用の諸実態とその動向及びメディア間の相互関係を把握し、 

 郵政行政に関する諸施策の基礎資料とする。 

 

２ 調査の方法 

 

  世帯を対象とするアンケート調査（第９回）を統計報告調整法に基づく承認統計調査として実施 

 した。 

  なお、アンケート調査の実施に係るサンプリングから集計までの事務を、（社）新情報センターに 

 委託した。 

 

３ アンケート調査の概要 

 (1) 調査の範囲 

  ア 地域： 全国 

  イ 世帯： 平成１０年４月１日現在で、年齢が満２０歳以上の世帯主がいる世帯 

                             

 (2) 客体選定方法 

   無作為抽出 

 

 (3) 抽出数 

   ６，４００ 

 

 (4) 使用名簿 

   住民基本台帳 

 

 (5) 抽出方法 

   都市規模を層化基準にした層化二段無作為抽出法 

 

 (6) 調査方法 

   郵送法 

 

 (7) 調査時期 

   平成１０年１１月１８日～１１月３０日 
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 (8) 有効回答数（率） 

   4,098（64．0％） {前回：4,443（69．4％）} 

 

都
市
規
模
別 

特別区・政令指定都市・県庁所在地   1,558 

 

世 

帯 

人 

員 

別 

１人 248 

その他の市 1,821 ２人 891 

町・村  719 ３人 827 

世
帯
主

性
別 

男 性 3,710 ４人 1,000 

女 性 388 ５人 536 

世 

帯 

主 

年 

齢 

別 

２０～２９歳 179 ６人以上 537 

３０～３９歳 559 無回答 59 

４０～４９歳 891 

世 

帯 

年 

収 
400万円未満 964 

６０歳以上（計） 1,477 400～600万円未満 855 

 ６０～６４歳 478 600～800万円未満 727 

 ６５歳以上 999 800～1,000万円未満 627 

世 

帯 

主 

職 

業 

別 

勤労者 1,518 1,000～1,500万円未満 558 

管理職 495 1,500～2,000万円未満 154 

自由業 111 2,000万円以上 86 

商工業自営 492 無回答 127 

農林漁業自営 258 
 
  

学 生 15   

無 職 781 

 

  

その他 356   

無回答 72   
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 (9) 本報告書を読む際の留意点 

  ア 回答率（各回答の百分比）は、小数点第２位を四捨五入した。このため、回答率の合計が 

   計の数字と一致しない場合がある。 

  イ 本文、図表、集計表で用いた記号等の意味は次の通りである。 

      ｎ：その質問に対する回答者数であり、比率算出の基数である。 

    回答計：複数の回答を認めた質問の回答数の計。 

      －：回答者がいないことを示す。 

  ウ 本調査で得られた主な比率(％)と回答者数（ｎ）に対する標本誤差は、以下の通り。 

比率(%) 

回答者数 

5 

95 

10 

90 

15 

85 

20 

80 

25 

75 

30 

70 

35 

65 

30 

60 

45 

55 
50 

4,000 1.0 1.3 1.6 1.8 1.9 2.0 2.1 2.2 2.2 2.2 

2,000 1.4 1.9 2.3 2.5 2.7 2.9 3.0 3.1 3.1 3.2 

1,000 1.9 2.7 3.2 3.6 3.9 4.1 4.3 4.4 4.4 4.5 

 800 2.2 3.0 3.6 4.0 4.3 4.6 4.8 4.9 5.0 5.0 

 600 2.5 3.5 4.1 4.6 5.0 5.3 5.5 5.7 5.7 5.8 

 400 3.1 4.2 5.0 5.7 6.1 6.5 6.7 6.9 7.0 7.1 

 200 4.4 6.0 7.1 8.0 8.7 9.2 9.5 9.8 9.9 10.0 

 100 6.2 8.5 10.1 11.3 12.2 13.0 13.5 13.9 14.1 14.1 

    

 ◎上記表の見方   

 本調査は、母集団（全国の満２０歳以上（平成１０年４月１日現在）の世帯主がいる世帯）から層化２ 

 段（副次）無作為抽出法によって抽出した標本集団をもとに、アンケート調査を行っている。このよう 

 な標本抽出による調査では、母集団から標本を抽出することによって、母集団全体の調査とは調査結果 

 に偶然的な誤差が生じることが証明されている。これを標本誤差という。 

    上記の表は信頼度 95％の標本誤差を示したものである。 

    なお、当調査の標本誤差（ｂ）は信頼度 95％で、以下の式によって求められる。 

                  Ｐ：比率（％） 

                  ｎ：回答者数 

  エ 世帯主職業のうち、「学生」は回答者数が１５名であったため、図表中には示したが、分析 

   対象からは除外した。 

 

 (10) サンプリング設計 

 母集団世帯数 抽出地点数 サンプル数 市区町村数 

特別区 3,646,075    ５  500 23 

政令指定都市 7,776,594   １１ 1,100 127 

その他の県庁所在地 4,561,888    ７ 700 36 

その他の都市 20,957,256   ２９ 2,900 622 

町村 8,556,360   １２ 1,200 2,562 

計 45,498,173   ６４ 6,400 3,370 

       

P)/N2P(1002b −=
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調査結果の概要 

 

第１章 郵便等の利用状況 

 １ 国内郵便及び国内宅配便の利用状況（平成１０年１０月の１か月） 

  (1) 国内郵便及び国内宅配便の利用状況（平成１０年１０月の１か月） 

  

    平成１０年１０月の１か月間に国内郵便又は国内宅配便を利用（差出）した世帯の割合（利用率） 

  は、封書59.3％、はがき67.6％、小包15.3％及び宅配便29.6％である。（図1-1） 

    １世帯平均の利用通（個）数は、封書が2.7通、はがきが4.7通、小包が0.3個及び宅配便が0.8個で、 

   利用した世帯のみで（０通（個）の世帯を除いて）算出すると、封書が4.3通、はがきが6.7通、小包 

   が2.0個及び宅配便が2.7個となっている。 

 

図１－１ 平成１０年１０月（１か月間）の国内郵便及び国内宅配便の利用通（個）数 

 

 

 

 

 
平均 

（通・

個） 

＊ 

 2.7 (4.3) 

 4.7 (6.7) 

 0.3 (2.0) 

 0.8 (2.7) 

 

                                    注：「＊」は利用世帯のみの平均利用通(個)数 
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 国内郵便や国内宅配便の利用状況の時系列推移（平成７年～平成１０年）をみると（図1-2）、封書と

はがきの利用率は、平成７年以降大きな差はみられないが、利用世帯における平均差出通数は、封書に

ついては微減、はがきについては漸増傾向がみられる。 

一方、郵便小包と宅配便の利用率（郵便小包15.3％、宅配便29.6％）は、ともに平成９年調査（同

17.2％、44.2％）より低くなっており、特に宅配便は14.6ポイント減少している。また、利用世帯にお

ける平均差出個数は、平成７年調査以降漸増していたが、今回いずれも微減している。 

 

図１－２ 国内郵便及び国内宅配便の利用状況推移 
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 (2) 封書の利用状況 

 

 封書の利用状況を都市規模別にみると（図1－3）、都市規模が大きくなるほど、利用率が高くなって 

いるが、平均利用通数には大きな差はみられない。  

 世帯主年齢別にみると、ほぼ世帯主年齢が高くなるほど利用率が高くなる傾向があり、世帯主年齢が 

50～59歳の世帯では利用率が６割強（61.0％）、利用世帯の平均利用通数も５通近くに（4.6通）なって 

いる。 

 

図１－３ 平成１０年１０月（１か月間）の封書の利用状況（都市規模別、世帯主年齢別） 

 

 
ｎ 

                                  （単位：％）    平均  ＊ 

           利用した                利用しなかった     無回答  (通) 

 

合 計 (4,098)  2.7 (4.3) 

特別区・政令指定 

都市・県庁所在地 
(1,558)  2.9 (4.5) 

そ の 他 の 市 (1,821)  2.6 (4.3) 

町 ・ 村 ( 719)  2.2 (4.1) 

2 0 ～ 2 9 歳 ( 179)  2.6 (4.3) 

3 0 ～ 3 9 歳 ( 559)  1.7 (2.9) 

4 0 ～ 4 9 歳 ( 891)  2.6 (4.4) 

5 0 ～ 5 9 歳 ( 992)  2.9 (4.6) 

6 0歳以上（計） (1,477)  2.9 (4.7) 

 6 0 ～ 6 4 歳 (  478)  2.6 (4.3) 

 6 5 歳 以 上 (  999)  3.1 (4.9) 

 

                 注：「＊」は利用世帯のみの平均利用通数 

都

市

規

模

別 

世

帯

主

年

齢

別 

59. 3

63. 9

58. 7

50. 9

59. 8

58. 7

57. 7

61. 0

59. 4

57. 7

60. 2

37. 8

34. 0

38. 5

44. 6

38. 0

40. 1

40. 3

36. 2

36. 6

38. 5

35. 7

( 4. 1)

( 2. 8)

( 2. 1)

( 2. 8)

( 4. 5)

( 2. 2)

( 1. 3)

( 2. 0)

( 2. 8)

( 4. 0)

( 3. 8)
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平均 ＊ 
(通) 

 さらに、世帯主職業別にみると（図1-4）、封書の利用率が最も高いのは、自由業（71.2％）と商工業自 

営（70.1％）で､７割を上回っている。利用世帯の平均差出数は、商工業自営8.7通、自由業6.8通となっ 

ている。 

 

 

図１－４ 平成１０年１０月（１か月間）の封書の利用状況（世帯主職業別） 

 

                  利用した            利用しなかった  無回答   

合  計 (4,098)  2.7 (4.3) 

勤 労 者 (1,518)  1.9 (3.3) 

管 理 職 (495)  2.3 (3.4) 

自 由 業 (111)  4.9 (6.8) 

商 工 業 自 営 (492)  6.4 (8.7) 

農林漁業自営 (258)  1.7 (3.5) 

学  生 (15)  3.3 (4.2) 

無  職 (781)  2.3 (3.7) 

そ の 他 (356)  2.3 (3.9) 

 

             注：「＊」は利用世帯のみの平均利用通数 

 

ｎ 

59.3

55.1

65.1

71.2

70.1

46.5

80.0

61.1

55.6

37.8

43.4

33.1

27.0

25.0

48.1

20.0

35.2

41.0

(3.4)

(3.7)

(-)

(5.4)

(4.9)

(1.8)

(-)

(1.5)

(2.8)

( 単
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  (3) はがきの利用状況 

 

  はがきの利用状況を都市規模別にみると（図1-5）、利用率及び平均利用通数ともに都市規模が大きく 

 なるほど多くなっている。 

 世帯主年齢別にみると、利用率に世帯主年齢による大きな差はみられないが、利用世帯の平均利用通 

数は50歳以上（50～59歳：7.7通、60歳以上：7.0通）で７通を超え、他の年齢層よりやや多くなっている。 

 

図１－５ 平成１０年１０月（１か月間）のはがきの利用状況（都市規模別、世帯主年齢別） 

 

 ｎ          利用した          利用しなかった 無回答 
平均 

(通) 
 ＊ 

合 計 (4,098)   4.7 (6.7) 

特別区・政令指定 

都市・県庁所在地 
(1,558)   5.1 (6.7) 

そ の 他 の 市 (1,821)   4.6 (6.8) 

町 ・ 村 (719)   3.8 (6.3) 

2 0 ～ 2 9 歳 (179)   3.7 (5.7) 

3 0 ～ 3 9 歳 (559)   4.2 (6.0) 

4 0 ～ 4 9 歳 (891)   3.7 (5.6) 

5 0 ～ 5 9 歳 (992)   5.3 (7.7) 

6 0 歳 以 上 ( 計 ) (1,477)   5.1 (7.0) 

 6 0 ～ 6 4 歳 (  478)   4.0 (5.6) 

 6 5 歳 以 上 (  999)   5.7 (7.7) 

 

                 注：「＊」は利用世帯のみの平均利用通数 

 

利用した        利用しなかった 無回答 

都

市

規

模

別 

世

帯

主

年

齢

別 

( 単

 

67. 6

73. 6

66. 2

58. 3

63. 1

69. 2

64. 8

66. 7

69. 9

68. 8

70. 4

29. 6

24. 3

31. 0

37. 3

34. 6

29. 5

33. 2

30. 4

26. 1

27. 4

25. 5

( 3. 8)

( 4. 1)

( 2. 8)

( 2. 1)

( 2. 8)

( 4. 5)

( 2. 2)

( 1. 3)

( 2. 0)

( 2. 8)

( 4. 0)
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 世帯主職業別にみると（図1-6）、利用率は管理職（73.7％）と無職（71.8％）で７割を上回って高く

なっている。利用世帯の平均差出通数は、自由業で15.3通と、他の職業層より多い。 

 

図１－６ 平成１０年１０月(１か月間)のはがきの利用状況（世帯主職業別） 

 

 

 ｎ    利用した            利用しなかった      無回答 
平均 

(通) 
 ＊ 

合  計 (4,098)   4.7 (6.7) 

勤 労 者 (1,518)   4.1 (6.0) 

管 理 職 (495)   4.6 (6.1) 

自 由 業 (111)   10.4 (15.3) 

商 工 業 自 営 (492)   6.8 (10.0) 

農林漁業自営 (258)   4.1 (6.6) 

学  生 (15)   3.2 (5.3) 

無  職 (781)   4.4 (5.9) 

そ の 他 (356)   3.7 (5.6) 

 

             注：「＊」は利用世帯のみの平均利用通数 

 

 

( 単

 

67. 6

67. 1

73. 7

66. 7

64. 0

58. 5

60. 0

71. 8

63. 2

29. 6

31. 4

24. 4

31. 5

31. 1

36. 0

40. 0

24. 5

33. 4

( -)

( 3. 4)

( 3. 7)

( 5. 4)

( 4. 9)

( 1. 8)

( 1. 8)

( 1. 5)

( 2. 8)
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 (4) 封書とはがきの併用状況 

 

   封書とはがきの併用状況をみると（図1-7）、８割以上の世帯で封書とはがきのいずれかを利用してお 

  り、46.5％の世帯は封書とはがきを「併用」している。 

 

図１－７ 封書・はがきの併用状況 

 

 

46.5

2.8

12.9

16.7

21.2

(n=4,098)

無回答

封書とはがき

を併用

封書のみ利用

はがきのみ利用

いずれも利用

していない

( 単

 



 -16- 

 封書とはがきの併用状況を都市規模別にみると（図1-8）、封書とはがきのいずれかを利用している

世帯の割合は都市規模が大きくなるほど高くなっている。 

世帯主年齢別にみると、「併用している」世帯はほぼ世帯主年齢が高くなるほど多くなっており、

60歳以上の世帯では５割弱となっている。 

 

図１－８ 封書・はがきの併用状況（都市規模別、世帯主年齢別） 

 

 

 

合 計 (4,098)  

特別区・政令指定 

都市・県庁所在地 
(1,558)  

そ の 他 の 市 (1,821)  

町 ・ 村 (719)  

2 0 ～ 2 9 歳 (179)  

3 0 ～ 3 9 歳 (559)  

4 0 ～ 4 9 歳 (891)  

5 0 ～ 5 9 歳 (992)  

6 0歳以上（計） (1,477)  

 6 0 ～ 6 4 歳 (  478)  

 6 5 歳 以 上 (  999)  

 

 

 

ｎ 

都

市

規

模

別 

世

帯

主

年

齢

別 

封書とはがきを併用 
封書のみ 
利用 

はがきのみ 
利用 無回答 

いずれも利用 
していない 

( 単
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 さらに、世帯主職業別に封書とはがきの併用状況をみると（図1-9）、管理職の世帯で「併用してい

る」世帯が54.5％を占めている。 

 

図１－９ 封書・はがきの併用状況（世帯主職業別） 

 

 

 

合  計 (4,098)  

勤 労 者 (1,518)  

管 理 職 (495)  

自 由 業 (111)  

商 工 業 自 営 (492)  

農林漁業自営 (258)  

学  生 (15)  

無  職 (781)  

そ の 他 (356)  

 

 

無回答 

ｎ 

 
( 単

 

封書とはがきを併用 
封書のみ 
利用 

はがきのみ 
利用 

いずれも利用 
していない 
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 (5) 郵便小包の利用状況 

 

  郵便小包の利用状況を都市規模別にみると（図1-10）、利用率、平均利用個数に都市規模による大き 

 な差はみられない。 

  世帯主年齢別にみると、世帯主年齢が高くなるにしたがって利用率も高くなる傾向にある。 

 

図１－１０ 平成１０年１０月（１か月間）の郵便小包の利用状況（都市規模別、世帯主年齢別） 

 

 

合 計 (4,098)   0.3 (2.0) 

特別区・政令指定 

都市・県庁所在地 
(1,558)   0.3 (2.1) 

そ の 他 の 市 (1,821)   0.3 (2.0) 

町 ・ 村 (719)   0.3 (2.0) 

2 0 ～ 2 9 歳 (179)   0.2 (1.9) 

3 0 ～ 3 9 歳 (559)   0.2 (1.7) 

4 0 ～ 4 9 歳 (891)   0.2 (1.7) 

5 0 ～ 5 9 歳 (992)   0.4 (2.3) 

6 0歳以上（計） (1,477)   0.4 (2.1) 

 6 0 ～ 6 4 歳 (  478)   0.3  (1.9)  

 6 5 歳 以 上 (  999)   0.4  (2.2)  

 

                 注：「＊」は利用世帯のみの平均利用個数 

 

 

 

ｎ 

                                    平均 ＊ 
利用した        利用しなかった            無回答  (個) 

都

市

規

模

別 

世

帯

主

年

齢

別 

15.3

15.4

15.0

15.9

9.5

12.3

12.6

16.6

17.9

16.7

18.4

81.9

82.5

82.2

79.7

88.3

86.4

85.4

80.5

78.1

79.5

77.5

(2.8)

(2.1)

(2.8)

(4.5)

(2.2)

(1.3)

(2.0)

(2.8)

(4.0)

(3.8)

(4.1)

( 単
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 平均  ＊ 
 (個) 

世帯主職業別にみると（図1-11）、自由業の世帯で郵便小包の利用率が23.4％と、他の世帯主職業層よ

り高くなっているが、利用世帯の平均利用個数は管理職、農林漁業自営及びその他の職業（ともに2.4

個）でやや多くなっている。 

 

 

図１－１１ 平成１０年１０月（１か月間）の郵便小包の利用状況（世帯主職業別） 

 

 

合  計 (4,098)   0.3  (2.0)  

勤 労 者 (1,518)   0.2  (1.7)  

管 理 職 (495)   0.4  (2.4)  

自 由 業 (111)   0.5  (2.1)  

商 工 業 自 営 (492)   0.4  (2.1)  

農林漁業自営 (258)   0.3  (2.4)  

学  生 (15)   0.0  (-)  

無  職 (781)   0.3  (1.9)  

そ の 他 (356)   0.4  (2.4)  

 

             注：「＊」は利用世帯のみの平均利用個数 

 

 

ｎ 

利用した        利用しなかった                無回答 

15. 3

12. 6

17. 8

23. 4

17. 5

13. 6

16. 1

15. 7

81. 9

85. 8

80. 4

74. 8

77. 6

81. 0

100. 0

80. 2

80. 9

( -) ( -)

( 3. 4)

( 3. 7)

( 5. 4)

( 4. 9)

( 1. 8)

( 1. 8)

( 1. 5)

( 2. 8)

( 単
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 (6) 宅配便の利用状況 

 

   宅配便の利用状況を都市規模別にみると（図1-12）、都市規模が大きくなるにつれて利用率が高くな 

  っている。 

   世帯主年齢別にみると、ほぼ世帯主年齢が高くなるほど利用率が高くなっており、50歳以上になると 

  ３世帯に１世帯（50～59歳：34.1％、60歳以上：33.0％）の割合で宅配便を利用している。また、利用 

  世帯の平均差出個数は20～29歳で最も多く3.6個となっている。 

 

図１－１２ 平成１０年１０月（１か月間）の宅配便の利用状況（都市規模別、世帯主年齢別） 

 

 ｎ 利用した         利用しなかった         無回答 
平均 

(個) 
＊ 

合 計 (4,098)   0.8 (2.7) 

特別区・政令指定 

都市・県庁所在地 
(1,558)   0.9 (2.7) 

そ の 他 の 市 (1,821)   0.9 (2.9) 

町 ・ 村 (719)   0.7 (2.5) 

2 0 ～ 2 9 歳 (179)   0.6 (3.6) 

3 0 ～ 3 9 歳 (559)   0.6 (2.3) 

4 0 ～ 4 9 歳 (891)   0.7 (2.8) 

5 0 ～ 5 9 歳 (992)   0.9 (2.6) 

6 0歳以上（計） (1,477)   1.0 (2.8) 

 6 0 ～ 6 4 歳 (  478)   0.9 (2.6) 

 6 5 歳 以 上 (  999)   1.0 (2.9) 

 

                 注：「＊」は利用世帯のみの平均利用個数 

 

( 単

 

都

市

規

模

別 

世

帯

主

年

齢

別 

29.6

31.4

29.3

26.6

17.3

23.6

25.3

34.1

33.0

31.4

33.7

67.6

66.5

67.9

69.0

80.4

75.1

72.7

63.1

63.0

64.9

62.2

(4.1)

(3.8)

(4.0)

(2.8)

(2.0)

(1.3)

(2.2)

(4.5)

(2.8)

(2.1)

(2.8)
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 世帯主職業別に宅配便の利用率をみると（図1－13）、管理職（37.0％）、自由業（39.6％）、商工業自

営（36.4％）で、それぞれ３割台後半となっている。利用世帯の平均利用個数は、農林漁業自営で3.5個

と最も多くなっている。 

 

 

図１－１３ 平成１０年１０月（１か月間）の宅配便の利用状況（世帯主職業別） 

 

 

 
ｎ 利用した        利用しなかった        無回答 

平均 

(個)  ＊ 

合  計 (4,098)  0.8 (2.7) 

勤 労 者 (1,518)  0.6 (2.3) 

管 理 職 (495)  1.1 (3.0) 

自 由 業 (111)  1.3 (3.2) 

商 工 業 自 営 (492)  1.3 (3.3) 

農林漁業自営 (258)  1.2 (3.5) 

学  生 (15)  0.1 (2.0) 

無  職 (781)  0.8 (2.5) 

そ の 他 (356)  0.7 (2.6) 

 

             注：「＊」は利用世帯のみの平均利用個数 

( 単

 

29. 6

25. 0

37. 0

39. 6

36. 4

31. 0

6. 7

28. 4

27. 8

67. 6

73. 5

61. 2

58. 6

58. 7

63. 6

93. 3

67. 9

68. 8

( 2. 8)

( 1. 5)

( 1. 8)

( 1. 8)

( 4. 9)

( 5. 4)

( 3. 7)

( 3. 4)

( -)
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 (7) 郵便小包と宅配便の併用状況 

 

   郵便小包と宅配便の併用状況をみると（図1-14）、４割弱は郵便小包と宅配便のいずれかを利用して 

  おり、「併用している」世帯は7.6％である。 

 

 

図１－１４ 郵便小包・宅配便の併用状況 

 

 

 

 

 

59.9

22.0

7.7

7.6

2.8

小包と宅配便
を併用

小包のみ利用

宅配便のみ利用いずれも利用
していない

無回答

(n=4,098)

( 単
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 都市規模別にみると（図1-15）、特別区・政令指定都市・県庁所在地で「宅配便のみ利用している」世

帯（24.1％）がやや多くなっている。 

世帯主年齢別にみると、「併用している」世帯と「宅配便のみ利用している」世帯は、世帯主年齢が高

くなるほど多くなる傾向がある。 

 

図１－１５ 郵便小包・宅配便の併用状況（都市規模別、世帯主年齢別） 

 

 

 
 

合 計 (4,098)   

特別区・政令指定 

都市・県庁所在地 
(1,558)   

そ の 他 の 市 (1,821)   

町 ・ 村 (719)   

2 0 ～ 2 9 歳 (179)   

3 0 ～ 3 9 歳 (559)   

4 0 ～ 4 9 歳 (891)   

5 0 ～ 5 9 歳 (992)   

6 0歳以上（計） (1,477)   

 6 0 ～ 6 4 歳 (  478)   

 6 5 歳 以 上 (  999)   

 

 

小包と宅配便を併用 

小包のみ 
利用 

宅配便のみ 
利用 無回答 いずれも利用 

していない 

( 単

 

ｎ 

都

市

規

模

別 

世

帯

主

年

齢

別 
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 世帯主職業別にみると（図1－16）、郵便小包と宅配便を「併用している」世帯は、自由業が15.3％で、

他の世帯主職業層より高くなっている。 

 

 

 

図１－１６ 郵便小包・宅配便の併用状況（世帯主職業別） 

 

 

 

 

合  計 (4,098)  

勤 労 者 (1,518)  

管 理 職 (495)  

自 由 業 (111)  

商 工 業 自 営 (492)  

農林漁業自営 (258)  

学  生 (15)  

無  職 (781)  

そ の 他 (356)  

 

 

ｎ 

小包と宅配便を併用 

小包のみ 宅配便のみ     いずれも利用 
利用   利用        していない 

無回答 

( 単
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 ２ 最近１年間の海外への通信方法 

 

   最近１年間に海外へ連絡したり、品物を送った世帯は17.6％となった（図1-17）。通信方法としては、 

  「国際通常郵便」（9.0％）と「国際電話」（8.7％）が１割近く、以下「国際ＦＡＸ」（3.4％）、「インタ 

  ーネット」（3.3％）、「国際小包郵便」（3.1％）などが続いている。 

 

 
図１－１７ 最近１年間の海外への通信方法（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：%) 

(n=4,098) 

(回答計=112.3) 

17. 6

9. 0

8. 7

3. 4

3. 3

3. 1

1. 2

0. 9

75. 3

7. 1

0. 1

0. 3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

利用し た

国際通常郵便

国際電話

国際Ｆ Ａ Ｘ

イ ンタ ーネッ ト

国際小包郵便

国際エク スプレスメ ール（ Ｅ ＭＳ ）

国際宅配便

国際電子郵便

その他の手段

利用し ていない

無回答
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   利用状況を都市規模別にみると（図1-18）、利用率は都市規模が大きくなるほど高く、特別区・政令指 

 定都市・県庁所在地（23.2％）では４世帯に１世帯を占めている。 

   世帯主年齢別にみると、利用率は30代（23.8％）、50代（21.0％）で２割を超えている。 

 

図１－１８ 最近１年間の海外への通信利用率（都市規模別、世帯主年齢別） 

 

 

 

合 計 (4,098)  

特別区・政令指定 

都市・県庁所在地 
(1,558)  

そ の 他 の 市 (1,821)  

町 ・ 村 (719)  

2 0 ～ 2 9 歳 (179)  

3 0 ～ 3 9 歳 (559)  

4 0 ～ 4 9 歳 (891)  

5 0 ～ 5 9 歳 (992)  

6 0 歳 以 上 ( 計 ) (1,477)  

 6 0 ～ 6 4 歳 (  478)  

 6 5 歳 以 上 (  999)  

 
  

ｎ 

都

市

規

模

別 

世

帯

主

年

齢

別 

17. 6

23. 2

14. 9

12. 2

19. 6

23. 8

18. 4

21. 0

12. 3

12. 6

12. 1

75. 3

70. 8

77. 6

79. 1

77. 7

72. 8

78. 8

74. 6

74. 3

76. 6

73. 3

7. 1

6. 0

7. 5

8. 6

13. 4

10. 9

14. 6

( 2. 8)

( 3. 4)

( 2. 8)

( 4. 4)
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 世帯主職業別にみると（図1-19）、利用率は管理職が31.1％と最も高くなっている。 

 
図１－１９ 最近１年間の海外への通信利用率（世帯主職業別） 
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第２章 情報通信関連機器の保有状況 

 １ 情報通信関連機器（携帯電話・ＰＨＳ・無線呼出し《ポケベル》）の保有状況 

  (1) 情報通信関連機器の保有状況 

  
    情報通信関連機器のうち、携帯電話、ＰＨＳ、無線呼出し(ポケベル)の３種類の保有状況を尋ねた 

   （図2-1）。 

   携帯電話はほぼ５世帯に３世帯の割合（57.7％）で保有しており、保有はしていないが「１年以内 

  に保有したい」（2.3％）もしくは「いずれは保有したい」（14.4％）と答えた保有意向のある世帯は 

  ２割近くで、合計７割以上の世帯（74.4％）が保有もしくは保有意向を持っている。 

    これに対して、ＰＨＳ、無線呼出しの保有率は１割台（ＰＨＳ13.1％、無線呼出し10.1％）で、 

   75％以上の世帯で「今後も必要ない」（同75.5％、81.7％）と答えている。 

    保有世帯における平均保有台数は、携帯電話が1.5台で最も多くなっている。 

  

図２－１ 携帯電話・ＰＨＳ・無線呼び出し（ポケベル）の保有状況 
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  携帯電話・ＰＨＳ・無線呼出し（ポケベル）の保有率及び保有意向を平成８年からみると（図2-2）、 

 携帯電話の保有率は伸びが著しく、平成８年調査時の２倍以上の57.7％となっている。ＰＨＳの保有 

 率は平成８年調査では7.8％、平成９年調査では15.3％と伸びてきたが、今回は13.1％となっている。 

 さらに、無線呼出し（ポケベル）の保有率は、前回ほぼ横ばい状態であったものが、今回7.3ポイント 

 減少して10.1％となり、その結果ＰＨＳの保有率が無線呼出し（ポケベル）の保有率を上回った。 

 

図２－２ 情報通信関連機器の保有率と保有意向の推移（携帯電話、ＰＨＳ、無線呼出し（ポケベル）） 
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 (2) 携帯電話の保有状況 

 

 携帯電話の保有状況を都市規模別にみると（図2-3）、町・村で保有率が59.9％と、他よりやや高くな 

っている。一方、「今後も必要ない」という世帯は特別区・政令指定都市・県庁所在地（22.4％）で２ 

割強を占めている。 

 世帯主年齢別にみると、保有率は20～29歳で72.1％と最も高い。一方、「今後も必要ない」という世 

帯は60歳以上（31.5％）で３割を上回っている。 

 

図２－３ 携帯電話の保有状況（都市規模別、世帯主年齢別） 
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 世帯主職業別にみると（図2-4）、保有率が最も高いのは商工業自営の世帯で、４世帯に３世帯

（74.6％）が携帯電話を保有している。これに対して、高齢の世帯主が多数を占める無職の世帯では４

割弱（38.2％）が「今後も必要ない」と答えている。 

 

図２－４ 携帯電話の保有状況（世帯主職業別） 
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 (3) ＰＨＳの保有状況 

 

 ＰＨＳの保有状況を都市規模別にみると（図2-5）、都市規模が大きくなるにつれて保有率は高く、特 

  別区・政令指定都市・県庁所在地（18.6％）が最も高くなっている。最も保有率の低い町・村では「今 

  後も必要ない」という世帯が８割以上（80.4％）となっている。 

 世帯主年齢別にみると、世帯主が40代の世帯で保有率が２割弱（19.1％）と他の年齢層よりやや高く 

なっている。 

 ＰＨＳの保有について、「今後も必要ない」という世帯は７割以上を占めるが、特に30代以下の世帯 

では８割以上を占めている。 

 

図２－５ ＰＨＳの保有状況（都市規模別、世帯主年齢別） 
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 世帯主職業別にみると（図2-6）、管理職（20.0％）、商工業自営（15.4％）などの層では、保有率が他

よりやや高くなっている。 

 

図２－６ ＰＨＳの保有状況（世帯主職業別） 
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 (4) 無線呼出し(ポケベル)の保有状況 

 

 無線呼出し(ポケベル) の保有状況を都市規模別にみると（図2-7）、町村で保有率が11.1％で最も高 

い。 

 世帯主年齢別にみると、40代の世帯で保有率が２割弱（18.3％）と高くなっており、次いで50代の世 

帯で１割強（11.9％）となっている。 

 

図２－７ 無線呼出し（ポケベル）の保有状況（都市規模別、世帯主年齢別） 
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 世帯主職業別にみると（図2-8）、管理職（14.3％）、自由業（14.4％）、商工業自営（15.0％）で無線

呼出し（ポケベル）の保有は他より多く、無職の保有率は2.8％で最も少なくなっている。 

 

図２－８ 無線呼出し（ポケベル）の保有状況（世帯主職業別） 
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 (5) 携帯電話・ＰＨＳ・無線呼出し（ポケベル）の併用状況 

 

   携帯電話、ＰＨＳ及び無線呼出し（ポケベル）の併用状況をみると（図2-9）、３種類の情報通信機器 

  の「いずれかを併用」している世帯は15.2％で、４割以上の世帯（42.9％）は「“携帯電話”のみ利用」し 

  ている。いずれも利用していない世帯は30.6％である。 

 

図２－９ 携帯電話・ＰＨＳ及び無線呼出し（ポケベル）の併用状況 

 

 

                  

 

 

 

   携帯電話、ＰＨＳ及び無線呼出し（ポケベル）の併用状況を世帯主年齢別にみると（図2-10）、40代の世帯 

  では４世帯に１世帯（25.6％）が、「いずれかを併用」しており、次いで50代の世帯でも２割以上（20.5％） 

  が、併用している。また、20・30代では５割が「携帯電話のみ」（20代：59.8％、30代：52.8％）利用 

  している。 

  一方、60歳以上の世帯では、半数近く（45.0％）がいずれも利用していない。 

 

図２－１０ 携帯電話・ＰＨＳ及び無線呼出し（ポケベル）の併用状況（世帯主年齢別） 
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世帯主職業別にみると（図2-11）、管理職、商工業自営ではともに23.0％の世帯が「いずれかを併用」

しており、管理職では47.5％が、商工業自営では51.8％が「携帯電話のみ」利用していると答えている。 

 一方、無職で併用している世帯は5.8％にとどまり、半数近く（51.5％）はいずれも保有していない。 

 

図２－１１ 携帯電話・ＰＨＳ及び無線呼出し（ポケベル）の併用状況（世帯主職業別） 
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 世帯主年齢別にみると、いずれかを併用している世帯が最も多かった 40 代の世帯では、併用している 

世帯の 40.4％が、「携帯電話とＰＨＳ」を併用している。また、50 代の世帯では、「携帯電話とＰＨＳの 

併用」が半数を占め（49.8％）、他の年齢層より多くなっている。 

さらに、世帯主職業別にみると、「携帯電話とＰＨＳの併用」は、併用している世帯の最も多い管理職

（50.9％）と併用している世帯の少ない無職（55.6％）の世帯で、５割以上となっている。また、自由業

の世帯では「携帯電話とＰＨＳと無線呼出し」の３種類を併用している世帯が20.0％と、他の職業層より

やや多くなっている。 

 

表２－１ 携帯電話、ＰＨＳ及び無線呼出し（ポケベル）保有者の併用状況（都市規模別、世帯主年齢別、世帯主職業別） 

                                        単位：(％) 

           

  ｎ 

いずれかを

併用してい

る（計）   

携帯電話と

ＰＨＳを併

用  

ＰＨＳと無

線呼出しを

併用   

携帯電話と

無線呼出し

を併用   

携帯電話と

ＰＨＳと無

線呼出しを

併用 

携帯電話の

み利用     

ＰＨＳのみ

利用   

無線呼出し

のみ利用     

 合     計 2,616 
23.9 

(100.0) 

10.5 

(44.1) 

0.7 

(3.0) 

9.8 

(41.0) 

2.8 

(11.9) 
67.3 6.5 2.4 

 
特別区・政令指定

都市・県庁所在地 
1558 

28.4 

(100.0) 

3.4 

(51.6) 

14.7 

(4.5) 

9.1 

(31.8) 

1.3 

(12.1) 
60.6 9.2 1.8 

 そ の 他 の 市 1821 
20.8 

(100.0) 

2.5 

(41.6) 

8.7 

(1.7) 

9.3 

(44.5) 

0.3 

(12.2) 
70.6 5.5 3.1 

 町 ・ 村 719 
21.3 

(100.0) 

2.2 

(27.8) 

5.9 

(2.1) 

12.7 

(59.8) 

0.4 

(10.3) 
73.7 2.9 2.2 

 

2 0 ～ 2 9 歳 141 
15.6 

(100.0) 

5.7 

(36.4) 

－ 

(－) 

8.5 

(54.5) 

1.4 

(9.1) 
75.9 8.5 － 

 3 0 ～ 3 9 歳 391 
16.1 

(100.0) 

5.9 

(36.5) 

0.3 

(1.6) 

8.7 

(54.0) 

1.3 

(7.9) 
75.4 5.6 2.8 

 4 0 ～ 4 9 歳 673 
33.9 

(100.0) 

13.7 

(40.4) 

1.5 

(4.4) 

14.4 

(42.5) 

4.3 

(12.7) 
56.3 5.8 4.0 

 5 0 ～ 5 9 歳 761 
26.7 

(100.0) 

13.3 

(49.8) 

0.5 

(2.0) 

9.5 

(35.5) 

3.4 

(12.8) 
66.0 5.3 2.1 

 6 0 歳 以 上 ( 計 ) 650 
16.6 

(100.0) 

7.8 

(47.2) 

0.6 

(3.7) 

6.3 

(38.0) 

1.8 

(11.1) 
73.4 8.6 1.4 

  6 0 ～ 6 4 歳 270 
16.7 

(100.0) 

9.6 

(57.8) 

0.4 

(2.2) 

5.9 

(35.6) 

0.7 

(4.4) 
74.4 8.1 0.7 

  6 5 歳 以 上 380 
16.6 

(100.0) 

6.6 

(39.7) 

0.8 

(4.8) 

6.6 

(39.7) 

2.6 

(15.9) 
72.6 8.9 1.8 

 

勤 労 者 1,061 
24.2 

(100.0) 

10.2 

(42.0) 

1.2 

(5.1) 

10.5 

(43.2) 

2.4 

(9.7) 
66.4 7.1 2.4 

 管 理 職 387 
29.5 

(100.0) 

15.0 

(50.9) 

0.5 

(1.8) 

9.8 

(33.3) 

4.1 

(14.0) 
60.7 5.9 3.9 

 自 由 業 80 
25.0 

(100.0) 

6.3 

(25.0) 

－ 

(－) 

13.8 

(55.0) 

5.0 

(20.0) 
66.3 7.5 1.3 

 商 工 業 自 営 388 
29.1 

(100.0) 

12.6 

(43.4) 

0.3 

(0.9) 

12.1 

(41.6) 

4.1 

(14.2) 
65.7 2.6 2.6 

 農 林 漁 業 自 営 131 
13.7 

(100.0) 

4.6 

(33.3) 

0.8 

(5.6) 

7.6 

(55.6) 

0.8 

(5.6) 
77.1 6.9 2.3 

 学  生 8 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 
62.5 37.5 － 

 無  職 285 
15.8 

(100.0) 

8.8 

(55.6) 

0.4 

(2.2) 

4.9 

(31.1) 

1.8 

(11.1) 
72.6 10.9 0.7 

 そ の 他 234 
18.8 

(100.0) 

7.3 

(38.6) 

0.4 

(2.3) 

8.5 

(45.5) 

2.6 

(13.6) 
73.9 5.1 2.1 
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図２－１２ 携帯電話、ＰＨＳ及び無線呼出し（ポケベル）併用者の併用パターン 

（都市規模別、世帯主年齢別、世帯主職業別） 

 

 

                                            単位：(%) 

合  計 (624)  
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２ 情報通信関連機器（携帯電話・ＰＨＳ・無線呼出し《ポケベル》）の主な使用者年齢 

 

  携帯電話、ＰＨＳ、無線呼出し（ポケベル）を世帯で保有している台数（携帯電話：3,570台、ＰＨ 

 Ｓ：647台、無線呼出し（ポケベル）：456台）の主な使用者の年齢区分をみると（図2-13）、携帯電話は20～ 

 29歳が28.9％で最も多く、次いで30～39歳（20.5％）、40～49歳（18.3％）と続いている。 

 ＰＨＳも携帯電話同様、20～29歳（28.9％）での使用が最も多くなっているが、次いで15～19歳 

（22.9％）と、携帯電話より使用者の年齢区分が低くなっている。 

 無線呼出し（ポケベル）は15～19歳が32.0％で最も多く、次いで20～29歳（20.0％）など、３種類の中 

で主な使用者年齢が最も低くなっている。 

 

図２－１３ 情報通信関連機器の主な使用者年齢（携帯電話、ＰＨＳ、無線呼出し（ポケベル）） 
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３ 情報通信関連機器（ファクシミリ、パソコン、ワープロ、カー・ナビゲーション・システム及び携帯 

 情報端末）の保有状況 

  (1) 情報通信関連機器の保有状況 

 

   情報通信関連機器のうち、ファクシミリ、パソコン、ワープロ、カー・ナビゲーション・システム 

  及び携帯情報端末の５種類の保有状況をきいたところ（図2-14）、保有率の最も高かったのはワープ 

  ロで、ほぼ半数（46.9％）の世帯が「保有している」。次いで、パソコン、ファクシミリの保有率は 

  ３割強（パソコン32.6％、ファクシミリ31.9％）となっている。 

   また、「１年以内に保有したい」もしくは「いずれは保有したい」と答えた、保有意向のある世帯 

  はパソコン（28.8％）、ファクシミリ（26.0％）で多くなっている。 

   一方、カー・ナビゲーション・システムと携帯情報端末については、「今後も必要ない」（カーナビ 

  60.6％、携帯情報端末72.7％）という世帯が多数を占めている。 

 

図２－１４ 情報通信関連機器の保有状況（ファクシミリ、パソコン、ワープロ、 

カー・ナビゲーション・システム及び携帯情報端末） 
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   情報通信関連機器の保有率と保有意向の推移をみると（図2-15）、保有率はワープロ、携帯情報端末 

  を除いた機器では平成８年調査以降、増加傾向にある。ワープロは前回より保有率が下回り、携帯情報 

  端末は横這いとなっている。 

   保有意向をみると、いずれも前回とほぼ同程度の保有意向にとどまっており、顕著な動きはみられな 

  い。 

 

図２－１５ 主な情報通信関連機器の保有率と保有意向の推移 
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 (2) ファクシミリの保有状況 

 

  ファクシミリの保有状況を都市規模別にみると（図2-16）、保有率は都市規模の大きい特別区・政令 

 指定都市・県庁所在地（35.5％）に最も高くなっている。一方、「今後も必要ない」と考える世帯はそ 

 の他の市（37.6％）、町・村（38.1％）で４割弱となっている。 

  世帯主年齢別にみると、30～50代までの世帯では保有率が３割台であるが、世帯主年齢が60歳以上で 

 は２割強（23.0％）であり、半数近くは「今後も必要ない」（46.1％）と答えている。また、保有意向 

 は若年齢層の世帯ほど高く、20代の世帯では40.8％を占めている。これに対し、「今後も必要ない」と 

 考える世帯はほぼ世帯主が高年齢になるほど多くなっている。 

 

図２－１６ ファクシミリの保有状況（都市規模別、世帯主年齢別） 
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   世帯主職業別にみると（図2-17）、保有率は商工業自営（60.8％）で最も高くなっている。また、保 

  有意向は、勤労者（34.8％）の世帯で３割を上回っている。一方、無職では、「今後も必要ない」と考 

  える世帯が49.0％を占め、農林漁業自営も半数近い（44.2％）。 

 

図２－１７ ファクシミリの保有状況（世帯主職業別） 
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   ファクシミリの保有世帯に、その使用目的を尋ねたところ（図2-18）、「コミュニケーション（近況報 

  告、連絡）」が最も多く（70.1％）、次いで「通信販売の申込み」（31.7％）、「身近な情報の入手（天気 

  予報、商品・旅行案内、占い等）」（21.4％）などが続いている。 

 

図２－１８ ファクシミリの使用目的（複数回答） 
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 (3) パソコンの保有状況 

 

  パソコンの保有状況を都市規模別にみると（図2-19）、保有率は都市規模が大きいほど高く、特別・ 

 政令指定都市・県庁所在地（37.4％）と最も高くなっている。 

  世帯主年齢別にみると、保有率が最も高いのは世帯主が30代の世帯で、44.9％が保有しており、次い 

 で40代の世帯で40.0％となっている。また、今後の保有意向は若年齢の世帯ほど高くなっており、20代 

 の世帯では５割以上（53.6％）が、今後『保有したい』と考えている。これに対して、「今後も必要な 

 い」と考える世帯は、高年齢層ほど高くなる傾向があり、60歳以上の世帯で47.7％と最も高くなってい 

 る。 

 

図２－１９ パソコンの保有状況（都市規模別、世帯主年齢別） 
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   世帯主職業別にみると（図2-20）、管理職の世帯で保有率が52.5％と最も高くなっている。また、保 

  有意向は勤労者で４割近い（36.0％）。一方、「今後も必要ない」と考える世帯は、無職（49.7％）、農 

  林漁業自営（43.8％）、その他（43.0％）で高くなっている。 

 

図２－２０ パソコンの保有状況（世帯主職業別） 
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 (4) ワープロの保有状況 

 

  ワープロの保有状況を都市規模別にみると（図2-21）、保有率は町・村が49.8％で最も高い。世帯主 

 年齢別にみると、40・50代では６割近く（40代:56.7％、50代:55.5％）が保有している。また、保有意 

 向は20代の世帯で14.5％で最も高くなっている。 

 

図２－２１ ワープロの保有状況（都市規模別、世帯主年齢別） 
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   世帯主職業別にみると（図2-22）、商工業自営の55.9％、管理職の55.6％、自由業の52.3％、勤労者 

  の51.6％がワープロを「保有している」。また、農林漁業自営では14.7％が「保有したい」と考えてい 

  る。一方、「今後も必要ない」と考える世帯は、無職（42.3％）、その他（41.3％）で４割以上となって 

  いる。 

 

図２－２２ ワープロの保有状況（世帯主職業別） 
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 (5) カー・ナビゲーション・システムの保有状況 

 

  カー・ナビゲーション・システムの保有状況を都市規模別にみると（図2-23）、保有率は町・村 

 が10.0％と最も高くなっている。 

  世帯主年齢別にみると、保有率は世帯主が30代の世帯が12.3％と最も高い。保有意向は若年齢層ほ 

 ど高くなる傾向があり、特に20代では４割を超える（41.9％）。これに対して、「今後も必要ない」と 

 考える世帯は、高年齢層ほど高くなっており、60歳以上の世帯が68.2％で最も高い。 

 

図２－２３ カー・ナビゲーション・システムの保有状況（都市規模別、世帯主年齢別） 
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   世帯主職業別にみると（図2-24）、保有率は、商工業自営（14.0％）と管理職（13.1％）でやや高く 

  なっている。また、保有意向は勤労者の世帯で３割強（31.7％）で最も高くなっている。 

   一方、「今後も必要ない」という世帯は、無職で７割弱（69.9％）となり最も高い。 

 

図２－２４ カー・ナビゲーション・システムの保有状況（世帯主職業別） 
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 (6) 携帯情報端末の保有状況 

 

  携帯情報端末の保有状況を都市規模別にみると（図2-25）、特別区・政令指定都市・県庁所在地で保 

 有率が4.6％で最も高くなっている。 

  世帯主年齢別にみると、保有率は、30代が7.5％で最も高い。保有意向は若年齢層ほど高い傾向がみ 

 られ、20代では30.2％を占めている。一方、「今後も必要ない」という世帯は、高年齢層ほど多くなっ 

 ており60歳以上では79.2％となっている。 

 

図２－２５ 携帯情報端末の保有状況（都市規模別、世帯主年齢別） 
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   世帯主職業別にみると（図2-26）、保有率は管理職が5.1％と最も高い。保有意向は管理職 

  （27.7％）、勤労者（23.7％）、自由業（22.5％）で他の職業層より多くなっている。 

 

図２－２６ 携帯情報端末の保有状況（世帯主職業別） 
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４ 高齢者の利用機器 

 
  65歳以上の高齢者がファクシミリ、パソコンなどの情報通信関連機器を利用しているか聞いたところ 

 （図2-27）、利用率は21.1％となっている。利用している機器は、順に「ワープロ」（12.9％）、「ファクシ 

 ミリ」（10.7％）、「パソコン」（3.9％）、「携帯情報端末」（0.1％）である。 

 

 

図２－２７ 高齢者の情報通信関連機器の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２８ 高齢者の利用している情報通信関連機器 
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第３章 携帯電話・ＰＨＳの問題点 

  

病院・医療機関など７つの場所における携帯電話・ＰＨＳの使用についてどう思うか聞いたところ（図3-

1）、「病院・医療機関」（57.9％）、「自動車の運転中」（54.7％）、「映画館や劇場」（54.2％）、「学校」

（52.6％）、「美術館や図書館」（49.2％）では「使用を禁止する」がいずれも最も多く、「喫茶店やレストラ

ン」（46.3％）、「電車・バスの車中」（40.7％）では「使用に制限を付ける」がいずれも最も多くなっている。 

 

図３－１ 携帯電話・ＰＨＳの使用制限 
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 (1) 病院・医療機関における携帯電話・ＰＨＳの使用制限 

   病院・医療機関における携帯電話・ＰＨＳの使用制限について都市規模別にみると（図3-2）、都市規 

  模が大きくなるほど「使用を禁止する」は増加し、特別区・政令指定都市・県庁所在地（60.0％）に最 

  も多くなっている。 

  世帯主年齢別にみると、40代まででは６割台が「使用を禁止する」と答えており、特に 20代では７ 

 割弱（69．3％）を占めている。 

 

図３－２ 病院・医療機関での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（都市規模別、世帯主年齢別） 
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  世帯主職業別にみると（図3-3）、「使用を禁止する」と答えた人は勤労者（63.1％）、商工業自営 

 （61.4％）で６割台となっている。 

 

図３－３ 病院・医療機関での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（世帯主職業別） 
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  携帯電話・ＰＨＳの併用状況別にみると（図 3-4）、「使用を禁止する」と答えた人は携帯電話とＰＨ 

 Ｓを併用（62.8％）や携帯電話のみ保有（61.9％）に多くなっている。 

 

図３－４ 病院・医療機関での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（携帯電話とＰＨＳの併用状況別） 
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 (2) 自動車の運転中における携帯電話・ＰＨＳの使用制限 

 

   自動車の運転中における携帯電話・ＰＨＳの使用制限について都市規模別にみると（図3-5）、「使用 

  を禁止する」はその他の市（57.2％）に最も多くなっている。 

   世帯主年齢別にみると、「使用を禁止する」は高齢になるにつれて多く、60 歳以上（59.9％）に最も 

  多くなっている。 

 

 

図３－５ 自動車の運転中の携帯電話・ＰＨＳの使用制限（都市規模別、世帯主年齢別） 
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  世帯主職業別にみると（図3-6）、「使用を禁止する」と答えた人は無職（61.6％）に最も多くなって 

 いる。 

 

 

図３－６ 自動車の運転中の携帯電話・ＰＨＳの使用制限（世帯主職業別） 
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  携帯電話・ＰＨＳの併用状況別にみると（図3-7）、「使用を禁止する」と答えた人は携帯電話とＰＨ 

 Ｓのいずれも保有していない人（68.6％）に多くなっている。 

 

図３－７ 自動車の運転中の携帯電話・ＰＨＳの使用制限（携帯電話とＰＨＳの併用状況別） 
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 (3) 学校における携帯電話・ＰＨＳの使用制限 

 

   学校における携帯電話・ＰＨＳの使用制限について都市規模別にみると（図3-8）、都市規模が大きく 

  なるほど「使用を禁止する」は増加し、特別区・政令指定都市・県庁所在地（56.0％）に最も多くなっ 

  ている。 

  世帯主年齢別にみると、30～50 代まででは６割弱が「使用を禁止する」と答えているが、20 代では 

 ４割強（40.8％）が「使用に制限を付ける」をあげた。 

 

図３－８ 学校での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（都市規模別、世帯主年齢別） 
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  世帯主職業別にみると（図3-9）、「使用を禁止する」と答えた人は勤労者（56.8％）、管理職 

 （57.6％）、自由業（55.9％）、商工業自営（57.5％）でそれぞれ多くなっている。 

 

図３－９ 学校での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（世帯主職業別） 
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( 3. 1)

( 2. 6)

( 3. 9)

( 2. 6)

( 1. 8)

( 0. 8)

( 2. 0) ( 5. 3)

( 2. 3)

( -)

使用を禁止　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 使用に制限を付ける　 　 　 　 無回答

制限等を必要と し ない
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   携帯電話・ＰＨＳの併用状況別にみると（図3-10）、「使用を禁止する」と答えた人は携帯電話のみ保 

  有（56.1％）にやや多くなっている。 

 

図３－１０ 学校での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（携帯電話とＰＨＳの併用状況別） 

 

 

 

合 計 (4,098) 

 

携帯電話とＰＨＳ

を 併 用 
(349) 

 

携帯電話のみ保有 (2,016) 

 

ＰＨＳ のみ保有 (188) 

 

いずれも保有して

い な い 
(1,317) 

 

 

 

 

ｎ 

単位：（％） 

52. 6

53. 9

56. 1

48. 4

54. 4

37. 5

35. 2

35. 6

31. 7

12. 3

6. 3

6. 3

13. 3

11. 5

32. 8

( 2. 4)

( 2. 7)

( 2. 4)

( 2. 3)

( 2. 3)使用を禁止 使用に制限を付ける

制限等を必要と し ない

無回答
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 (4) 映画館や劇場における携帯電話・ＰＨＳの使用制限 

 
   映画館や劇場における携帯電話・ＰＨＳの使用制限について都市規模別にみると（図3-11）、都市規 

  模が大きくなるほど「使用を禁止する」は増加し、特別区・政令指定都市・県庁所在地（59.1％）に最 

  も多くなっている。 

   世帯主年齢別にみると、「使用を禁止する」は年齢が低くなるにつれて多く、20・30代（20代：62.6％、 

  30代：63.7％）で６割台となっている。 

 

図３－１１ 映画館や劇場での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（都市規模別、世帯主年齢別） 
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2 0 ～ 2 9 歳 ( 179)  

3 0 ～ 3 9 歳 ( 559)  

4 0 ～ 4 9 歳 ( 891)  

5 0 ～ 5 9 歳 ( 992)  

6 0 歳 以 上 ( 計 ) (1,477)  

 6 0 ～ 6 4 歳 ( 478)  

 6 5 歳 以 上 ( 999)  
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59. 1
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( 1. 4)

使用を禁止　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 使用に制限を付ける　 　 　 　 無回答

制限等を必要と し ない

ｎ 

単位：（％） 

都

市

規

模

別 
 

世

帯

主

年

齢

別 
 



 -66- 

  世帯主職業別にみると（図3-12）、「使用を禁止する」と答えた人は自由業（65.8％）で３人に２人を 

 占めている。 

 

図３－１２ 映画館や劇場での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（世帯主職業別） 

 

 

 

合 計 (4,098)  
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管 理 職 ( 495)  

自 由 業 ( 111)  

商 工 業 自 営 ( 492)  

農 林 漁 業 自 営 ( 258)  

学  生 ( 15)  

無  職 ( 781)  

そ の 他 ( 356)  

ｎ 
単位：（％） 

54. 2

59. 0

59. 8

65. 8

59. 1

31. 8

60. 0

45. 6

53. 7

30. 8

33. 9

31. 7

19. 8

29. 5

32. 9

33. 3

29. 2

25. 3

12. 1

6. 5

10. 8

9. 6
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21. 4
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( 3. 9)

( 3. 8)

6. 7

( 1. 8)

( 3. 6)

( 2. 0)

( 2. 1)

( 2. 9)

5. 1

( -)

使用を禁止　 　 　 　 　 　 　 使用に制限を付ける　 　 　   　 無回答

制限等を必要と し ない
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  携帯電話・ＰＨＳの併用状況別にみると（図3-13）、「使用を禁止する」と答えた人は携帯電話とＰＨ 

 Ｓを併用している人（59.3％）で６割弱となっている。 

 

図３－１３ 映画館や劇場での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（携帯電話とＰＨＳの併用状況別） 
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使用を禁止 使用に制限を付ける

制限等を必要と し ない

無回答ｎ 単位：（％） 
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 (5) 美術館や図書館における携帯電話・ＰＨＳの使用制限 

 

   美術館や図書館における携帯電話・ＰＨＳの使用制限について都市規模別にみると（図3-14）、 

  都市規模が大きくなるほど「使用を禁止する」は増加し、特別区・政令指定都市・県庁所在地 

  （54.6％）に最も多くなっている。 

  世帯主年齢別にみると、「使用を禁止する」はほぼ若くなるほど多くなる傾向にあり、30代 

 （60.1％）が最も多くなっている。 

 

図３－１４ 美術館や図書館での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（都市規模別、世帯主年齢別） 
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6 0 歳 以 上 （ 計 ） (1,477)  

 6 0 ～ 6 4 歳 ( 478)  
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使用を禁止　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 使用に制限を付ける　 　 　 　 無回答

制限等を必要と し ない

ｎ 

単位：（％） 
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市

規
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世

帯
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齢
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 世帯主職業別にみると（図3-15）、「使用を禁止する」と答えた人は自由業（62.2％）で６割を超え多く 

なっている。 

 

図３－１５ 美術館や図書館での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（世帯主職業別） 

 

 

 

合 計 (4,098)  

勤 労 者 (1,518)  

管 理 職 ( 495)  

自 由 業 ( 111)  

商 工 業 自 営 ( 492)  

農 林 漁 業 自 営 ( 258)  

学  生 ( 15)  

無  職 ( 781)  

そ の 他 ( 356)  

ｎ 

単位：（％） 

49. 2

53. 9
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27. 1

46. 7
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46. 7

31. 6
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12. 5
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31. 0
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18. 3

( 4. 5)
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6. 7
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( 2. 6)
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( 3. 9)

( -)

使用を禁止　 　 　 　 　 　 　 　 　 使用に制限を付ける　 　 　 無回答

制限等を必要と し ない
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  携帯電話・ＰＨＳの併用状況別にみると（図3-16）、「使用を禁止する」と答えた人は併用状況による大 

きな差はみられない。 

 

図３－１６ 美術館や図書館での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（携帯電話とＰＨＳの併用状況別） 
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単位：（％） 
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 (6) 喫茶店やレストランにおける携帯電話・ＰＨＳの使用制限 

 
   喫茶店やレストランにおける携帯電話・ＰＨＳの使用制限について都市規模別にみると(図3-17）、都 

  市規模が大きくなるほど「使用に制限を付ける」は増加し、特別区・政令指定都市・県庁所在地 

  （48.8％）に最も多くなっている。 

   世帯主年齢別にみると、30代では６割近く（57.6％）が「使用に制限を付ける」と答えているが、 

  20代では４割近く（36.3％）が「制限等を必要としない」をあげている。 

 

図３－１７ 喫茶店やレストランでの携帯電話・ＰＨＳの使用制限（都市規模別、世帯主年齢別） 

 

 

合 計 (4,098)  

特別区・政令指定都

市・県庁所在地 
(1,558)  

そ の 他 の 市 (1,821)  

町 ・ 村 (  719)  

2 0 ～ 2 9 歳 ( 179)  
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使用を禁止　 　 　 　 使用に制限を付ける　 　  制限等を必要と し ない　 無回答
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  世帯主職業別にみると（図3-18）、「使用に制限を付ける」と答えた人は勤労者（50.1％）、管理職 

 （53.1％）、自由業（50.5％）、商工業自営（50.0％）でそれぞれ５割台と多くなっている。 

 

図３－１８ 喫茶店やレストランでの携帯電話・ＰＨＳの使用制限（世帯主職業別） 
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使用を禁止　 使用に制限を付ける  　 　  　 制限等を必要と し ない  無回答
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  携帯電話・ＰＨＳの併用状況別にみると（図3-19）、「使用に制限を付ける」と答えた人は携帯電話と 

 ＰＨＳを併用している人（57.9％）に多くなっている。 

 

図３－１９ 喫茶店やレストランでの携帯電話・ＰＨＳの使用制限（携帯電話とＰＨＳの併用状況別） 
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携帯電話とＰＨＳ

を 併 用 
(349) 

 

携帯電話のみ保有 (2,016) 
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使用を禁止　 　 　 　 使用に制限を付ける　 　 　 制限等を必要と し ない　 無回答

単位：（％） 
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 (7) 電車・バスの車中における携帯電話・ＰＨＳの使用制限 

 

   電車・バスの車中における携帯電話・ＰＨＳの使用制限について都市規模別にみると（図3-20）、 

  「使用に制限を付ける」は都市規模による差はみられないが、「使用を禁止する」は都市規模が大き 

  くなるほど増加し、特別区・政令指定都市・県庁所在地（42.2％）に最も多くなっている。 

   世帯主年齢別にみると、「使用に制限を付ける」は年齢が低くなるにつれて多く、20・30 代（20 代： 

  53.6％、30 代：52.4％）で５割台となっている。また、「使用を禁止する」と答えた人は高齢になる 

  ほど多く、50代・60歳以上（50代：41.6％、60 歳以上：40.5％）で４割を超えている。 

 
図３－２０ 電車・バスの車中での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（都市規模別、世帯主年齢別） 
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使用を禁止　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 使用に制限を付ける　 　 　 　 無回答

制限等を必要と し ない
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   世帯主職業別にみると（図3-21）、「使用に制限を付ける」と答えた人は勤労者（46.4％）、管理職 

  （45.1％）、商工業自営（43.1％）でそれぞれ多くなっている。また、「使用を禁止する」と答えた人 

  は自由業（44.1％）、無職（44.2％）でいずれも他の職業より多くなっている。 

 

図３－２１ 電車・バスの車中での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（世帯主職業別） 
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ｎ 
単位：（％） 
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使用を禁止　 　 　 　 　 　 　 　 使用に制限を付ける　      　 　  無回答

制限等を必要と し ない
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  携帯電話・ＰＨＳの併用状況別にみると（図3-22）、「使用に制限を付ける」と答えた人は携帯電話と 

 ＰＨＳを併用している人（48.4％）や携帯電話のみ保有している人（47.1％）に多く、「使用を禁止す 

 る」と答えた人は携帯電話とＰＨＳのいずれも保有していない人（45.7％）に多くなっている。 

 

図３－２２ 電車・バスの車中での携帯電話・ＰＨＳの使用制限（携帯電話とＰＨＳの併用状況別） 
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第４章 ＩＳＤＮ回線の利用状況 

 
ＩＳＤＮ回線の利用状況をみると（図4－1）、「利用している」世帯は4.3%で、大多数は「利用していな

い」（88.8％）｡ただ「利用していないが、どのようなものかは知っている」（23.8％）と､「利用していない

が、名前は聞いたことがある」（30.2％）を合わせたＩＳＤＮ回線の認知度は非利用世帯の過半数を占めて

いる。 

 
図４－１ ＩＳＤＮ回線の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：(%) 
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 都市規模別にみると（図4-2）、都市規模が大きくなるほど利用率は高くなっている。 

 世帯主年齢別にみると、利用率は20代で0.6％と最も低いが、認知度では若年齢層ほど高くなる傾向があ

る。 

 

図４－２ ＩＳＤＮ回線の利用状況（都市規模別、世帯主年齢別） 

 

 

 

 

合 計 (4,098)  

特別区・政令指定

都市・県庁所在地 1558  

そ の 他 の 市 1821  

町 ・ 村 719  

2 0 ～ 2 9 歳 ( 179)  

3 0 ～ 3 9 歳 ( 559)  

4 0 ～ 4 9 歳 ( 891)  

5 0 ～ 5 9 歳 ( 992)  

6 0 歳 以 上 （ 計 ） (1,477)  

 6 0 ～ 6 4 歳 ( 478)  

 6 5 歳 以 上 ( 999)  
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世帯主職業別にみると（図4-3）、自由業（9.0％）、商工業自営（9.3％）で「利用している」世帯が他の

職業層よりやや多くなっている。また、認知度は勤労者や管理職などで他の職業層より高くなっている。 

 

図４－３ ＩＳＤＮ回線の利用状況（世帯主職業別） 

 

 

 

合 計 (4,098)  

勤 労 者 (1,518)  

管 理 職 ( 495)  

自 由 業 ( 111)  

商 工 業 自 営 ( 492)  

農 林 漁 業 自 営 ( 258)  

学  生 ( 15)  

無  職 ( 781)  

そ の 他 ( 356)  

 

 

ｎ 

単位：(%) 
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第５章 パソコン通信サービスとインターネットの利用状況 

 １ パソコン通信サービスの利用状況 

   

  パソコン通信サービスを利用している世帯は10.2％で、前回調査（5.7％）と比べ、ほぼ倍増した  

 （図5-1）。「利用していないが１年以内に利用したい」（4.9％）もしくは「利用していないがいずれは 

 利用したい」（47.1％）と答えた利用意向のある世帯は52.1％と、前回調査（46.5％）より約６ポイン 

 ト増加している。 

 

図５－１ パソコン通信サービスの利用状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ 

単位：(%) 
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  パソコン通信サービスの利用状況を都市規模別にみると（図5-2）、都市規模が大きくなるほど利用率 

 は高くなっている。 

   世帯主年齢別にみると、パソコン通信サービスを「利用している」世帯は、世帯主が30代の世帯で 

  17.9％と最も多くなっている。また、今後の利用意向は、20代（64.8％）、40代（64.5％）の世帯で３ 

  世帯に２世帯となっている。 

 

 

図５－２ パソコン通信サービスの利用状況（都市規模別、世帯主年齢別） 
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 6 5 歳 以 上 (999)  

 

都

市

規

模

別 
世

帯

主

年

齢

別 
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  世帯主職業別にみると（図5-3）、利用率は管理職（19.0％）が２割弱と高い。利用意向は勤労者 

 （59.9％）、自由業（59.5％）、商工業自営（57.3％）でそれぞれ６割近い。一方、無職では、「今後も

必 

 要ない」と考える世帯が55.1％を占めている。 

 

 

図５－３ パソコン通信サービスの利用状況（世帯主職業別） 

 

 

 

 

合  計 (4,098)  

勤 労 者 (1,518)  

管 理 職 (495)  

自 由 業 (111)  

商 工 業 自 営 (492)  

農林漁業自営 (258)  

学  生 (15)  

無  職 (781)  

そ の 他 (356)  

 

 

 

ｎ 

単位：(%) 
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   さらに、ＩＳＤＮ回線の利用状況別にみると（図5-4）、ＩＳＤＮ回線の利用世帯では51.4％がパソコ 

  ン通信サービスも利用しているが、ＩＳＤＮ回線の非利用世帯では8.6％と、利用世帯との間にかなり 

  差がみられる。しかし、非利用世帯のうちでもＩＳＤＮ回線がどのようなものか知っている世帯では、 

  パソコン通信サービスの利用率が21.5％と高くなっている。 

 

 

図５－４ パソコン通信サービスの利用状況（ＩＳＤＮ回線の利用状況別） 

 

 

 

 

 

合           計 (4,098)  

利 用 し て い る (175)  

利 用 し て い な い 

（計） 
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 知 っ て い る (977)  
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Ｉ
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 ２ インターネットの利用状況 

 

  インターネットの利用状況は（図5-5）、「利用している」世帯が11.0％を占め、前回調査 

 (6.4％)を約５ポイント上回った。また、「利用していないが、１年以内に利用したい」（5.5％）もし 

 くは「利用していないが、いずれは利用したい」（47.5％）という利用意向のある世帯は半数を超え 

 ている（53.0％）。 

 

図５－５ インターネットの利用状況の推移 

 

 

 

 

 

単位：(%) 
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    インターネットの利用状況を都市規模別にみると（図5-6）、都市規模が大きくなるほど利用率が高 

   くなる傾向にあり、特別区・政令指定都市・県庁所在地では14.5％となっている。また、今後の利用 

   意向は町・村が50.2％で最も高い。 

   世帯主年齢別にみると、世帯主が30代の世帯でインターネット利用世帯が２割強（20.4％）と多く 

  なっている。利用意向は、若年齢層ほど増える傾向がある。 6 0歳以上の世帯では過半数 

  （52.5％）が「今後も必要ない」と考えている。 

 

 

図５－６ インターネットの利用状況（都市規模別、世帯主年齢別） 
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    世帯主職業別にみると（図5-7）、インターネットの利用率は管理職が21.2％で最も多く、利用意向 

   は勤労者（62.4％）、管理職（63.8％）、自由業（59.5％）、商工業自営（58.1％）で高くなっている。 

 

 

図５－７ インターネットの利用状況（世帯主職業別） 

 

 

 

 

合  計 (4,098)  
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    ＩＳＤＮ回線の利用状況別にみると（図5-8）、ＩＳＤＮ回線を利用している世帯の62.3％はインタ 

   ーネットを利用しているが、ＩＳＤＮ回線の非利用世帯でインターネットを利用している世帯は9.0％ 

   である。しかし、ＩＳＤＮ回線の非利用世帯の中でもＩＳＤＮ回線についてどのようなものか知って 

   いる世帯の24.3％は、インターネットを利用している。 

 

 

図５－８ インターネットの利用状況別(ＩＳＤＮ回線の利用状況別） 
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    さらに、パソコン通信サービスの利用状況別にみると（図5-9）、パソコン通信サービスを利用して 

   いる世帯の84.2％はインターネットも利用しているのに対して、非利用者でインターネットを利用し 

   ている世帯は2.6％にとどまっている。しかし、パソコン通信サービスを今後利用したいと考えてい 

   る世帯の９割以上（92.1％）は、インターネットについても利用意向を持っている。 

 

 

図５－９ インターネットの利用状況別(パソコン通信サービスの利用状況別） 

 

 

 

 

 

合           計 (4,098)  

利 用 し て い る (418)  

利 用 し て い な い 
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利用し ていないが１ 年以内に利用し たい

利用し ていないが

いずれは利用し たい
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 ３ パソコン通信サービスとインターネットの併用状況 

  

   パソコン通信サービスとインターネットの併用状況をみると（図5-10）、「どちらも利用している」世 

  帯は8.6％となっている。また、「パソコン通信サービスのみ利用している」世帯は1.6％、「インターネ 

  ットのみ利用している」世帯は2.4％である。８割以上（84.0％）は、「どちらも利用していない」。 

 

図５－１０ パソコン通信サービスとインターネットの併用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 3. 3)
( 1. 6)

( 2. 4)

8. 6

84. 0
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利用し ている

どちら も 利用し ていない

無回答

( n=4, 098)

単位：(%) 
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 ４ インターネットの利用方法 

 

  インターネットを利用している世帯で、インターネットをどのような方法で利用しているか聞いたと 

 ころ（図5-11）、「その他のプロバイダ（インターネット接続業者）の接続サービスで利用している」が 

 最も多く（50.2％）、以下「パソコン通信事業者の接続サービスで利用している」（42.9％）、「第１種電 

 気通信事業者のインターネット接続サービスで利用している」（13.7％）、「ケーブルテレビ事業者の接 

 続サービスで利用している」（1.1％）となっている。 

 

 

図５－１１ インターネットの利用方法（複数回答） 

 

50. 2

42. 9

13. 7

1. 1

2. 2

0 10 20 30 40 50 60

その他のプロバイ ダ

パソ コ ン通信事業者接続サービス

第一種電気通信事業者接続サービス

ケーブルテレビの接続サービス

無回答

単位: ( %)

(n=452) 

(回答計=110.2) 
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 ５ パソコン通信サービスやインターネットの利用頻度 

 

   パソコン通信サービスとインターネットのいずれかを利用している世帯における利用頻度をみると 

  （図5-12）、「ほぼ毎日」が29.5％で最も多く、これに「週に１～２回」（27.6％）が続いている。 

   前回調査と比べると「ほぼ毎日」が約6ポイント上昇している。 

 

 

図５－１２ パソコン通信サービスとインターネットの利用頻度の推移 
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無回答
ｎ 
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 利用状況別にみると（図5-13）、パソコン通信サービスとインターネットをどちらも利用している世帯 

では３世帯に１世帯（32.4％）が「ほぼ毎日」利用している。該当数は少ないがパソコン通信サービスの 

み利用している世帯では、「週に１～２回」利用している世帯が24.2％で最も多く、どちらも利用してい 

る世帯より頻度が低くなっている。 

 

 

図５－１３ パソコン通信サービスとインターネットの利用頻度（利用状況別） 
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 ６ 世帯主のパソコン通信サービスやインターネットの利用状況 

 

   世帯主に、現在パソコン通信サービス、又はインターネットのいずれかを利用しているか聞いたとこ 

  ろ（世帯以外の利用を含む）（図5-14）、全体の３割近く（27.5％）がいずれかを「利用している」と答 

  えている。利用場所は（図5-15）「職場で利用している」が最も多く（21.1％）、「自宅で利用している」 

  （9.1％）が次に続いている。 

 

図５－１４ 世帯主のパソコン通信サービスやインターネットの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１５ 世帯主のパソコン通信サービスやインターネットの利用場所 
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  世帯主のパソコン通信やインターネットの利用状況を都市規模別にみると（表5-1）、都市規模が大きく 

 なるほど利用率は高く、特別区・政令指定都市・県庁所在地（32.9％）で３人に１人を占めている。世帯 

 主年齢別にみると、ほぼ年齢が若くなるほど利用率は高く、世帯主が30代（53.7％）では半数を超えてい 

 る。一方、世帯主が60歳以上では８割以上（82.3％）が「利用していない」。 

  世帯主職業別にみると、利用率は管理職（55.8％）で過半数を占めている。また、管理職の２人に１人 

 が「職場で利用している」（50.9％）をあげている。一方、「利用していない」は無職（86.6％）に最も多  

 くなっている。 

 

表５－１ 世帯主のパソコン通信サービスやインターネットの利用状況（都市規模別、世帯主年齢別、世帯主職業別） 

                                        単位：(%) 

 
集 計 

世帯数 

利用して

いる

（計） 

職場 自宅 学校 

自宅と職

場が同一

の場所 

その他の

場所 

利用して

いない 
無回答 回答計 

都
市
規
模
別 

合 計 4,098 27.5 21.1 9.1 0.8 0.5 1.8 67.9 4.6 105.8 

特別区・政令指定都

市・県庁所在地 
1558 32.9 12.1 26.3 0.3 1.2 2.2 63.5 3.6 109.2 

そ の 他 の 市 1821 26.6 8.5 19.9 0.5 0.6 1.7 68.9 4.4 104.6 

町 ・ 村 719 17.9 4.0 13.1 0.7 0.7 1.0 74.7 7.4 101.5 

世 

帯 

主 

年 

齢 

別 

２ ０～２ ９歳 179 47.5 31.3 15.1 5.6 - 2.8 50.8 1.7 107.3 

３ ０～３ ９歳 559 53.7 44.7 20.4 0.5 0.5 2.9 44.7 1.6 115.4 

４ ０～４ ９歳 891 37.6 31.2 10.8 1.1 0.6 1.6 59.9 2.5 107.6 

５ ０～５ ９歳 992 26.9 21.6 7.7 0.4 0.7 1.7 69.7 3.4 105.1 

６ ０ 歳 以 上

（ 計 ） 
1477 9.4 4.6 4.0 0.5 0.3 1.4 82.3 8.3 101.4 

 ６０～６４歳 478 13.4 7.1 6.5 0.4 0.2 1.3 80.3 6.3 102.1 

 ６５歳 以上 999 7.5 3.4 2.8 0.5 0.3 1.5 83.3 9.2 101.0 

世 

帯 

主 

職 

業 

別 

勤 労 者 1518 38.6 32.1 11.0 0.8 0.2 1.9 58.8 2.6 107.4 

管 理 職 495 55.8 50.9 18.4 0.6 - 0.8 41.4 2.8 114.9 

自 由 業 111 25.2 9.0 12.6 1.8 - 6.3 68.5 6.3 104.5 

商 工 業 自 営 492 19.1 9.8 7.9 0.4 2.0 3.5 75.4 5.5 104.5 

農 林漁業 自営 258 5.0 0.8 2.3 0.4 0.8 0.8 84.5 10.5 100.0 

学  生 15 73.3 - 20.0 66.7 - 6.7 26.7 - 120.0 

無  職 781 7.4 3.1 3.2 0.4 0.3 1.4 86.6 6.0 100.9 

そ の 他 356 13.2 9.3 5.9 0.3 0.3 0.6 81.7 5.1 103.1 
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 ７ パソコン通信サービスやインターネットの利用用途 

 

   パソコン通信サービスやインターネットのいずれかを現在利用している世帯主に、どのような用途で 

  利用しているか聞いたところ（図5-15）、「ビジネス情報、ビジネス資料の入手」が59.1％で最も多く、 

  次いで「特定の相手との連絡・コミュニケーション」（57.1％）、「趣味や旅行などの身近な情報の入 

  手」（52.9％）、「オンラインショッピング（通信販売）」（15.5％）などの順となっている。 

 
図５－１５ パソコン通信サービスやインターネットの利用用途（利用世帯主）（複数回答） 

 
単位：(%) 

57. 1

52. 9

16. 2

15. 5

14. 2

11. 5

9. 9

8. 0

5. 2

4. 8

10. 0

3. 6

59. 1

0 10 20 30 40 50 60

ビジネス情報・ ビジネス資料の入手

特定の相手と の連絡・ コ ミ ュ ニケーショ ン

趣味や旅行などの身近な情報の入手

ソ フ ト ウェ アの入手

オンラ イ ンショ ッ ピング

ゲーム、 占いなどの遊び

Ｈ Ｐ を作成し 、 個人的な情報発信

ク イ ズや懸賞の応募

イ ンタ ーネッ ト 電話

アンケート の回答

オンラ イ ンバンキング

その他の用途

無回答

( n=1, 126)

( 回答計=268. 1)
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  今後パソコン通信サービス又はインターネットを利用したいと考えている世帯主では、「趣味や旅行 

 などの身近な情報の入手」(74.9％)や「特定の相手との連絡、コミュニケーション」(38.3％)、「ビジ 

 ネス情報、ビジネス資料の入手」(35.1％)に利用したいと考えている。 

 

 

図５－１６ パソコン通信サービスやインターネットの利用用途（利用したい世帯主）（複数回答） 

 

 

 

 

 

単位：(%) 

74. 9

38. 3

35. 1

21. 7

13. 8

12. 9

12. 5

11. 4

5. 6

3. 8

3. 7

9. 2

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80

趣味や旅行などの身近な情報の入手

特定の相手と の連絡・ コ ミ ュ ニケーショ ン

ビジネス情報・ 資料の入手

オンラ イ ンショ ッ ピング

Ｈ Ｐ を作成し 個人的な情報発信

ゲーム、 占いなどの遊び

ク イ ズや懸賞の応募

イ ンタ ーネッ ト 電話

オンラ イ ンバンキング

アンケート の回答

ソ フ ト ウェ アの入手

その他の用途

無回答

( n=1, 476)
( 回答計=242. 8)
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第６章 自宅で利用したい新しい情報通信サービス 

 

 情報通信技術の発展によって近い将来に実現が予想されるサービスのうち、自宅で利用してみたいと期待

するものとしては（図6-1）、「画面を通じて医師に健康相談したり、診断を受けたりできる」が46.6％で最

も多く、以下「申請・届出などの行政サービスや公的施設の予約などの手続きができる」（26.8％）、「銀行

や郵便局の残高照会、振込などの手続きができる」（24.7％）などが２割台で続いている。 

 

図６－１ 自宅で利用したい新しい情報通信サービス 

 

 

画面を通じて行う医師との健康相談（診断）   

申請・届出などの行政サービスや公的施設の予約  

預 貯 金 等 の 手 続 き の 残 高 照 会 、 振 込  

画 面 を 通 じ て 趣 味 ・ 教 養 講 座  

ビ デ オ ・ オ ン ・ デ マ ン ド 

（視聴者が要望する映画・放送番組の提供） 
 

Ｔ Ｖ 電 話 を 利 用 し た 福 祉 ・ 介 護 サ ー ビ ス  

テ レ ビ 電 話 

（ 画 面 で 相 手 の 顔 を 見 な が ら 電 話 ） 
 

数 十 チ ャ ン ネ ル 放 送 番 組 を 高 精 細 画 質 の 

テ レ ビ で 見 る 
 

必 要 な 新 聞 記 事 を 検 索 し 、 画 面 で 見 る  

テ レ ワ ー ク 

（コンピュータやネットワークを利用した在宅勤

務 ） 

 

画 面 で 商 品 を 見 な が ら 買 い 物  

コンピュータやネットワークを利用して学校と 

同 様 の 授 業 を 受 け る 
 

電子マネー等によるキャッシュレスショッピング  

最 新 の テ レ ビ ゲ ー ム を 離 れ た 

場 所 の 人 と 対 戦 
 

そ の 他 の サ ー ビ ス  

 

         ※回答率は、「1番目」を3点、「2番目」を2点、「3番目」を1点として、加重集計している。 

          基数は回答世帯×3点。 

46. 6

26. 8

24. 7

17. 4

16. 4

15. 0

13. 8

7. 3

7. 1

7. 1

6. 5

3. 8

2. 8

1. 1

0. 4

0 10 20 30 40 50

(n=3,420) 

単位：(%) 
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 共通項目（１２項目）のみの期待度の推移を平成８年からみると（図6-2）、１位の「画面を通じて医師に

健康相談したり、診断を受けたりできる」は順位は変わらないものの、前回より6ポイント以上増加し、前

回まで２位だった「ビデオ・オン・デマンド（見たい時間に見たい映画・放送番組を見ることができる）」

は今回５位に後退した。これに伴って、前回の３～５位がそれぞれ昇順している。 

 

図６－２ 自宅で利用したい新しい情報通信サービスの推移（共通項目のみ） 

 

 

画面を通じて行う医師との健康相談（診断）  

申請・届出などの行政サービスや公的施設の

予 約 
 

預 貯 金 等 の 手 続 き の 残 高 照 会 、 振 込  

画 面 を 通 じ て 趣 味 、 教 養 講 座  

ビデオ・オン・デマンド（視聴者が要望する

映 画 ・ 放 送 番 組 の 提 供 ） 
 

テレビ電話（画面で相手の顔を見ながら電

話） 
 

数十チャンネル放送番組を高精細画質のテレ

ビ で 見 る 
 

必要な新聞記事を検索し、画面で見る  

画 面 で 商 品 を 見 な が ら 買 い 物  

電子マネー等によるキャッシュレスショッピ

ン グ 
 

最新のテレビゲームを離れた場所の人と対戦  

そ の 他 の サ ー ビ ス  

 

世帯主年齢別に上位５項目をみると（表6-1）、20代では「申請・届出などの行政サービスや公的施設の予

約」（32.0％）が、30代以上では「画面を通じて行う健康相談(診断)」が、それぞれ第１位にあげられてい

る。全体では上位５項目に入っていないものだけに着目すると、30代の第５位に「テレワーク（コンピュー

タやネットワークを利用した在宅勤務）」（13.0％）、また、60歳以上の世帯の第３位に「ＴＶ電話を利用し

た高齢者等への福祉・介護サービス」（20.9％）があげられている。 

世帯主職業別に上位５項目をみると、いずれの職業層でも「画面を通じて行う健康相談(診断)」が第１位

にあげられている。 

 全体では上位５項目に入っていないものだけに着目すると、農林漁業自営と無職で第２位、その他で第３

位にあがった「ＴＶ電話を利用した高齢者等への福祉・介護サービス」、農林漁業自営で第５位の「テレビ

電話」となっている。

  
   ｎ 

 = 平成 10年 (3,420) 

 = 平成９年 (3,277) 

 = 平成８年 (3,254) 

 

46. 6

26. 8

24. 7

17. 4

16. 4

13. 8

7. 3

7. 1

6. 5

2. 8

1. 1

0. 4

40. 8

26. 7

24. 2

21

28. 3

14. 2

7. 7

8. 9

9. 2

2. 6

1. 3

0. 6

41. 9

25. 8

19. 8

27. 5

16. 9

8. 5

8. 1

10. 5

1. 4

0. 8

0 10 20 30 40 50

単位: ( %)
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表６－１ 自宅で利用したい新しい情報通信サービスの推移－上位５項目（世帯主年齢別、世帯主職業別） 

単位：(%) 

  ｎ １ 位 ２ 位 ３ 位 ４ 位 ５ 位 

 

世 

帯 

主 

年 

齢 

別 
 

合 計 3,420 

画面を通じて行う医師

との健康相談(診断) 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

画面を通じて趣味・教

養講座 

ビデオ・オン・デマン

ド 

(46.6) (26.8) (24.7) (17.4) (16.4) 

２ ０ ～ ２ ９ 歳 

  
173 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

ビデオ・オン・デマン

ド 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

画面を通じて趣味・教

養講座 

(32.0) (30.8) (30.1) (28.7) (16.4) 

３ ０ ～ ３ ９ 歳 532 

画面を通じて医師に相

談や診断 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

ビデオ・オン・デマン

ド 
テレワーク 

(34.4) (33.3) (31.3) (21.6) (13.0) 

４ ０ ～ ４ ９ 歳 814 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

ビデオ・オン・デマン

ド 

画面を通じて趣味・教

養講座 

(38.7) (29.6) (26.0) (18.9) (15.4) 

５ ０ ～ ５ ９ 歳 865 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

画面を通じて趣味・教

養講座 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

ビデオ・オン・デマン

ド 

(47.6) (26.3) (21.7) (21.7) (15.8) 

６０歳以 上 (計 ) 1,036 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

ＴＶ電話を利用した福

祉・介護サービス 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

画面を通じて趣味・教

養講座 

(60.8) (22.0) (20.9) (20.7) (18.6) 

 ６ ０ ～ ６ ４ 歳 363 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

画面を通じて趣味・教

養講座 

ＴＶ電話を利用した福

祉・介護サービス 

(61.6) (25.3) (22.1) (19.4) (18.5) 

 ６ ５ 歳 以 上 673 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

ＴＶ電話を利用した福

祉・介護サービス 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

テレビ電話 

(60.4) (22.2) (20.3) (19.9) (19.0) 

世 

帯 

主 

職 

業 

別 

勤 労 者 1,381 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

ビデオ・オン・デマン

ド 

画面を通じて趣味・教

養講座 

(42.4) (30.2) (25.2) (18.9) (16.2) 

管 理 職 454 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

画面を通じて趣味や教

養講座に参加 

ビデオ・オン・デマン

ド 

(38.7) (30.6) (24.2) (21.2) (19.5) 

自 由 業 96 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

ビデオ・オン・デマン

ド 

画面を通じて趣味・教

養講座 

(40.6) (31.9) (29.5) (18.8) (16.0) 

商 工 業 自 営 410 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

画面を通じて趣味・教

養講座 

ビデオ・オン・デマン

ド 

(48.2) (28.2) (22.8) (17.7) (14.7) 

農 林 漁 業 自 営 182 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

ＴＶ電話を利用した福

祉・介護サービス 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

テレビ電話 

(49.6) (23.8) (23.6) (22.9) (21.4) 

学  生 15 

ビデオ・オン・デマン

ド 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

画面を通じて趣味・教

養講座 

新聞記事を検索して、

画面で見る 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

(37.8) (33.3) (24.4) (15.6) (15.6) 

無  職 565 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

ＴＶ電話を利用した福

祉・介護サービス 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

画面を通じて趣味・教

養講座 

(62.1) (20.9) (20.4) (20.2) (18.5) 

そ の 他 267 

画面を通じて行う医師

との健康診断 

預貯金等の手続きの残

高照会、振込 

申告・届出などの行政

サービスや公的施設の

予約 

ＴＶ電話を利用した福

祉・介護サービス 

ビデオ・オン・デマン

ド 

(47.6) (25.7) (22.6) (17.5) (17.0) 
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期待されるサービスの回答を得点に関わらず複数回答としてみると（図6-3）、「特に望むものはない」 

（15.8％）と無回答（0.8％）を除くと、８割以上は何らかのサービスを期待しており、「画面を通じた健 

康相談、診断」（47.1％）、「行政サービス等の手続き」（35.0％）、「銀行や郵便局等の手続き」（31.9％）、

「 趣 

味や教養講座への参加」（23.4％）「ビデオ・オン・デマンド」（20.3％）などの順となっている。 

 

 

図６－３ 自宅で利用したい新しい情報通信サービスの期待（複数回答） 

 

 

画面を通じて行う医師との健康相談（診断）    

申請・届出などの行政サービスや公的施設の予

約   
 

預 貯 金 等 の 残 高 照 会 、 振 込    

画 面 を 通 じ て 趣 味 ・ 教 養 講 座  

ビデオ・オン・デマンド（視聴者が要望する映

画 ・ 放 送 番 組 の 提 供 ）      
 

ＴＶ電話を利用した福祉・介護サービス    

テレビ電話（画面で相手の顔を見ながら電話）             

必 要 な 新 聞 記 事 を 検 索 し 、 画 面 で 見 る   

画 面 で 商 品 を 見 な が ら 買 い 物     

数十チャンネル放送番組を高精細画質のテレビ

で 見 る  
 

テレワーク（コンピュータやネットワークを利

用 し た 在 宅 勤 務 ）            
 

コンピュータやネットワークを利用して学校と

同 様 の 授 業 を 受 け る     
 

電子マネー等によるキャッシュレスショッピング     

最新のテレビゲームを離れた場所の人と対戦      

そ の 他 の サ ー ビ ス          

特 に 望 む も の は な い         

無 回 答               
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9. 4

8. 8
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15. 8
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( n=4, 098)
( 回答計=260. 4)

単位：(%) 
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第７章 放送サービスの利用（視聴）状況 

 １ 放送サービスの利用（視聴）状況  

  

   ケーブルテレビ、ＢＳ放送ＮＨＫ（衛星第１・第２）及びＢＳ放送ＷＯＷＯＷ・ＣＳ放送の放送サー 

  ビスの利用状況をみると（図7-1）、利用率が最も高いのはＢＳ放送 ＮＨＫ（衛星第１・第２）の 

  36.4％で、次いでケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）の14.1％となっている。 

 

 

図７－１ 放送サービスの利用（視聴）状況 

 

 

ケ ー ブ ル テ レ ビ （ C A T V )  

BS放送NHK(衛星第１・第２）  

B S放送 ( W O W O W )・ C S放送  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ 

(4,098) 

14. 1

36. 4

8. 8

78. 5

56. 2

83. 8

7. 4

7. 4

7. 4

視聴し ている 視聴し ていない 無回答
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放送サービスの利用（視聴）率の推移をみると（図7-2）、ＢＳ放送 ＮＨＫは年々増加傾向にある。ケー

ブルテレビ（ＣＡＴＶ）の利用率は今回４ポイント増で14.1％となった。一方、ＢＳ放送 ＷＯＷＯＷ・Ｃ

Ｓ放送の利用率は微増ではあるが年々増加している。 

また、放送サービスのいずれかを利用（視聴）している状況の推移をみると（図7-3）、引き続き上昇傾向

がみられる。 

 

 

図７－２ 放送サービスの利用（視聴）率の推移 
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図７－３ ＢＳ放送、ＣＳ放送又はケーブルテレビのいずれかを視聴 
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 ２ ケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）の利用（視聴）状況 

 

  ケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）の利用（視聴）状況を都市規模別にみると（図7-4）利用率は都市規 

 模が大きくなるほど高くなっている。 

  世帯主年齢別にみると、利用率は30代が16.3％で最も高くなっている。 

 

 

図７－４ ケーブルテレビ（ＣＡＴＶ)の利用状況（都市規模別、世帯主年齢別） 
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世帯主職業別にみると（図7-5）、利用率は管理職（16.6％）、自由業（16.2％）、商工業自営（17.3％）で

いずれも他の職業層よりわずかに高くなっている。 

 

 

図７－５ ケーブルテレビ（ＣＡＴＶ)の利用状況（世帯主職業別） 
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 ケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）を視聴していないと答えた世帯に、ケーブルテレビサービスが提供されてい

るか聞いたところ（図7-6）、「提供されている」は31.6％、「提供されていない」は27.2％で、「提供されて

いる」が「提供されていない」をやや上回り、ケーブルテレビが提供されていると回答した世帯でのケーブ

ルテレビの利用率は36.4％となった。 

 

 

図７－６ ケーブルテレビの提供状況 
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 ケーブルテレビサービスの提供状況について、都市規模別にみると（図7-7）、「提供されている」は都市

規模が大きくなるほど多く、特別区・政令指定都市・県庁所在地（45.6％）に最も多くなっている。これに

対して、「提供されていない」は都市規模が小さくなるにつれて多くなっている。 

 

 

図７－７ ケーブルテレビの提供状況（都市規模別） 

 

 

総 数 (3,218)  

特別区・政令指定都

市 ・ 県 庁 所 在 地 
(1,221)  

そ の 他 の 市 (1,426)  

町 ・ 村 (571)  

 

 

 

 

 

 

31. 6

45. 6

27. 2

12. 4

27. 2

16. 6

30. 2

42. 2

26. 1

25. 1

27. 0

26. 3

15. 1

12. 7

15. 6

19. 1

提供さ れている 提供さ れていない 分から ない 無回答

単位： ( %)

ｎ 



 -107- 

 ３ ＢＳ放送ＮＨＫ(衛星第１・第２)の利用（視聴）状況 

 

  ＢＳ放送ＮＨＫ（衛星第１・第２）の利用（視聴）状況を都市規模別にみると(図7-8)、 利用率は都 

 市規模による差はみられない。 

  世帯主年齢別にみると、利用率が最も高いのは50代で、4割強（42.1％）が利用している。20代の利 

 用率は17.3％と最も低い。 

 

図７－８ ＢＳ放送ＮＨＫ（衛星第１・第２）の利用状況(都市規模別、世帯主年齢別) 
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世帯主職業別にみると（図7-9）、利用率は管理職（48.3％）、自由業（46.8％）、商工業自営（40.2％）で

それぞれ４割台と他より高くなっている。 

 

図７－９ ＢＳ放送ＮＨＫ(衛星第１・第２)の利用状況（世帯主職業別） 
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 ４ ＢＳ放送ＷＯＷＯＷ・ＣＳ放送の利用（視聴）状況 

 

  ＢＳ放送ＷＯＷＯＷ・ＣＳ放送の利用（視聴）状況を都市規模別にみると（図7-10）、利用率は都市 

 規模による大きな差はみられない。 

  世帯主年齢別にみると、利用率は30・50代で１割強（30代：10.4％、50代：11.5％）を占めている。 

 

 

 

図７－１０ ＢＳ放送ＷＯＷＯＷ・ＣＳ放送の利用状況（都市規模別、世帯主年齢別） 
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世帯主職業別にみると（図7-11）、管理職（13.5％）、自由業（10.8％）、商工業自営（15.7％）でいずれ

も利用率が高くなっている。 

 

 

図７－１１ ＢＳ放送ＷＯＷＯＷ・ＣＳ放送の利用状況（世帯主職業別） 
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第８章 調査前1か月間の国内通信・放送サービス利用状況 

 １ 国内通信・放送サービスの平均利用料金の推移 

 

   調査前１か月間（平成１０年調査では平成１０年１０月）に支払った国内の通信・放送サービス料金 

  の平均額の推移をみると（図8-1）、いずれの料金も前回を下回っており、平均金額が最も高い加入電話 

  料金では前回より約1,200円減の6,617円であった。また、宅配便料金も約1,000円減の768円となってい 

  る。移動通信の料金は約600円減の5,723円となった。 

 

 

図８－１ 調査前１か月間の国内通信・放送サービス利用料金の平均支払額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （※） 移動通信料金は携帯電話、自動車電話、ＰＨＳ及び 

                     無線呼出し（ポケベル）の料金を指す。 
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２ 国内通信・放送サービスの支払、利用料金 

 

  郵便料金の平成１０年１０月の実際の支払額としては（図8-2）、「1～199円」が15．9％で最も多くな 

 っているが、「200～499円」（15.7％）、「1,000～2,999円」（14.6％）、「500～999円」（14.5％）など、回 

 答は分散している。また、「利用しなかった」（22.6％）という世帯は、前回調査（10.3％）より12ポイ 

 ント以上増加している。 

 

図８－２ 郵便料金の支払額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             注：「＊」は利用世帯のみの平均支払額 

 

  宅配便料金の実際の支払額は（図8-3）、「1,000～2,999円」が13.9％で最も多くなっているが、前回 

 調査（19.1％）から約５ポイント減少している。また、「利用しなかった」世帯が、前回調査より30ポイ 

 ント急増し、利用率が大幅に低下している。 

 

図８－３ 宅配便料金の支払額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             注：「＊」は利用世帯のみの平均支払額 
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  加入電話料金の平成１０年９月の支払額は（図8-4）、「2,000～3,999円」が27.3％で、前回調査 

 （23.0％）より4ポイント以上高くなっている。 

 

 

図８－４ 加入電話料金の支払額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             注：「＊」は利用世帯のみの平均支払額 

 

 

  移動通信料金は（図8-5）、「4,000～5,999円」が14.5％で比較的多くなっている。「支払いがなかっ 

 た」という世帯は、前回大きく減少したが、今回10ポイント以上増えている。 

 

 

図８－５ 移動通信料金（携帯電話、自動車電話、ＰＨＳ、無線呼出し）の支払額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             注：「＊」は利用世帯のみの平均支払額 
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  パソコン通信サービスとインターネットの平成１０年１０月の支払額は（図8-6）、「2,000～3,999 

 円」が5.7％となっているが、「支払いがなかった」（85.0％）が圧倒的に多い。 

 

 

図８－６ パソコン通信とインターネット利用料金の支払額(初回調査) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             注：「＊」は利用世帯のみの平均支払額 

 

  加入電話料金、移動通信料金、パソコン通信サービスとインターネットの利用料金の国内電気通信料 

 金の合計額は（図8-7）、「10,000～14,999円」が18.4％で最も多くなっている。 

 

 

図８－７ 国内電気通信料金合計の支払額(初回調査) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             注：「＊」は利用世帯のみの平均支払額 
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15, 000～19, 999円( -)

無回答( 4. 3)

平成10年( 4, 098)

n

5, 722. 5 ( 9, 212. 5)

平均　 　 　 ＊
( 円)

単位：(%) 

14. 4 12. 5 9. 3 9. 2 18. 4 11. 3 9. 0

1～1, 999円( 1. 8)

2, 000～
3, 999円

4, 000～
5, 999円

6, 000～7, 999円

8, 000～
9, 999円

10, 000～
14, 999円

15, 000～
19, 999円

20, 000～29, 999円

30, 000～39, 999円( 4. 0)

40, 000～49, 999円( 1. 1)

50, 000円以上( 1. 2)

無回答( 6. 1)

単位： ( %)

平均　 　 　 ＊
( 円)

12, 329. 4 ( 12, 561. 3)

            ｎ
平成10年 ( 4, 098)

支払いがなかっ た ( 1. 7)
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  放送視聴料などの支払額は（図8-8）、「１～1,999円」（31.2％）と「2,000～2,999円」（28.1％）が３ 

 割前後を占め、支払額は3,000円未満で５世帯に３世帯を占めている。「支払いがなかった」世帯は、前 

 回と同程度である。 

 

図８－８ 放送視聴料などの支払額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             注：「＊」は利用世帯のみの平均支払額 

8. 2

7. 2

18. 5

31. 2

31. 4

36. 6

28. 1

29. 2

22. 3

18. 0

16. 6

12. 1

5. 8

7. 0

8. 6

8. 6

8. 0

(2. 5)

平成10年　(4, 098)

平成９年　(4, 443)

平成８年　(4, 159)

支払いがなかった　　　　1～1, 999円　　　　　　　　　　2, 000～2, 999円       3, 000～4, 999円 無回答

5,000円以上

単位：(%)

2, 194. 2(2, 411. 9)

2, 232. 9(2, 424. 0)

1, 668. 5(2, 087. 6)

平均　　＊
(円)ｎ
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  それぞれのサービスの平均支払額を世帯主年齢別にみると（図8-9）、加入電話料金の支払は50代で最 

 も高く、平均8,198円支払っている。また、移動通信料金も50代の平均支払金額（7,971円）が最も高く 

 なっているが、40代の世帯（7,407円）でも7,000円台となっている。パソコン通信サービスとインター 

 ネットの利用料金は30代の687円が最も高く、これらの国内電気通信料金の合計額は、60歳以上の世帯 

 を除き、１万円を超え、40・50代（40代：14,274円、50代：15,855円）では１万５千円前後となってい 

 る。 

  郵便料金、宅配便料金、放送視聴料などの支払金額は、高年齢層の世帯で多くなる傾向がある。 

 

図８－９ 通信・放送サービス料金の平均支払額（世帯主年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1117. 6

944. 9

1083. 5

1643. 5

1541. 1

1489. 4

1566. 4

389. 8

555. 0

658. 0

925. 5

860. 0

846. 8

866. 5

5144. 5

5225. 9

6969. 8

8197. 8

6028. 3

6430. 1

5827. 4

6657. 1

5368. 9

7407. 1

7970. 5

3013. 3

4046. 8

2500. 6

460. 2

687. 0

449. 6

416. 9

250. 6

419. 4

167. 4

11777. 1

10990. 9

14274. 1

15855. 1

9089. 0

10808. 6

8234. 1

1503. 0

1985. 2

2198. 4

2470. 5

2163. 2

2325. 7

2082. 0

0 2, 000 4, 000 6, 000 8, 000 10, 000 12, 000 14, 000 16, 000 18, 000

２０～２９歳　(   179)

３０～３９歳　(   559)

４０～４９歳　(   891)

５０～５９歳　(   992)

６０歳以上(計) ( 1, 477)

　６０～６４歳(   478)

　６５歳以上　(   999)

郵便料金

宅配便料金

加入電話料金

移動通信料金

パソコン通信と

インターネットの利用料金

国内電気通信料金合計

放送視聴料など

（単位：円）

ｎ
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  さらに、世帯主職業別のそれぞれのサービスの平均支払金額をみると（図8-10）、商工業自営で加入 

 電話（9,600円）と移動通信（8,940円）への支払金額が１万円近い。パソコン通信サービスとインター 

 ネットの利用料金は管理職（771円）、自由業（748円）で高く、これらの国内電気通信料金の合計額は、 

 商工業自営で18,450円と最も高くなっている。  

  また、自由業と商工業自営で郵便（自由業2,263円、商工業自営2,053円）と宅配便（自由業1,324円、 

 商工業自営1,185円）への支払平均額が、他の職業層より高くなっている。放送視聴料などの支払額に 

 は、世帯主職業による大きな差はみられない。 

 

図８－１０ 通信・放送サービス料金の平均支払額（世帯主職業別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1158. 7

1356. 2

2263. 0

2053. 3

1390. 9

656. 7

1247. 9

1333. 5

602. 5

942. 1

1324. 1

1185. 3

904. 4

133. 3

652. 4

707. 1

5965. 3

7532. 8

8300. 0

9600. 4

5587. 0

5966. 7

5465. 4

6828. 6

6037. 2

7301. 6

6462. 3

8939. 6

3745. 5

2533. 3

2666. 2

5461. 9

405. 2

771. 0

747. 7

511. 7

90. 5

1000. 0

212. 0

312. 5

11928. 8

15004. 2

14943. 4

18449. 8

9039. 0

9600. 0

8055. 5

12339. 2

2081. 6

2489. 3

2514. 6

2498. 9

2144. 1

846. 2

2007. 7

2260. 0

0 2, 000 4, 000 6, 000 8, 000 10, 000 12, 000 14, 000 16, 000 18, 000 20, 000

勤　労　者　(1, 518)

管　理　職　(   495)

自　由　業　(   111)

商工業自営　(  492)

農林漁業自営(  258)

学　　生　　(    15)

無　　職　　(   781)

そ　の　他　(   356)

郵便料金

宅配便料金

加入電話料金

移動通信料金

パソコン通信と
インターネットの利用料金

国内電気通信料金合計

放送視聴料など

ｎ

(単位：円)
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。この調査は、統計報告調整法に基づく承認を得て実施するもので、調査票は抗計
{乍成以外の日的!ご使J弔されることはめりませんので、ありのままをご記入〈だきい。

戸ニコZニニム亡にアー	 ) 

1 質問中の[あなた様!と限、� i羊帯主の万を指します。� 1 

2 1tt明中心「お宅」、「ご家族」は世帯と間意味で用いており、位置及び生計を共にする者の集まち又(:;:独立して住君!

を維持する単身者とレます。� I 
3 この読査は、私用(個人や家族の用)で利用しfこをのり幾器などの場合は利用してし、るもの)が対象であり、専ら仕� i

事(業務)の用で利用したもの(機器などの場合は利用してい忍もω〉伝対象外です。ただじ、私用と仕事の用を兼ね!
て利用� 0tこもの(機器などの場合は利用しているもの〉は対象となります。� 

4 誤査期日は平成� 10年1l.Fl1白現在でご記入願います。� 

D 調査票の提出先 午� 150-0013 東京都渋谷区恵比寿� 1-13 -6、恵比寿� 18ピノレ� ! 
(照会]t) 社団法人新情報センタ←� | 

TEL: 03 (3473) 5231、FAX:03 (3473) 5353 

6 本調査は、郵政省が上記調査会社?こ委託し一実施するものですし� ? 

に一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

問郵i更なと� JI己ついてお尋ねします。� 

(1) 主主でl誌、ご家族会員で、豆昆工立主J♀互史上主旦盟!こ、国内郵便や宅配授を利用(差出)されましたか3 封書、は
がき、郵便小包、宅配便〔求〉の別に、該当する番号!こ lコ ~p をイ寸 {1 でください。まに、 10 通〈個〉以上利用(差出)さ

れた場合は、数字を記入してください。

-1子-J;;ー子日干干日土Jj下1L;二~
に4:三ゴ三三--三EI三二口iJI土日� 
l___斗� fJ-LL」一一一三JLLこよこ一二ムuヂーιJ

①封

②!立� b{ 

③郵便 
  

ら)宅� OC 


市一一一一一一「

国際通常郵寵 6 国際電話

2 国際二三クスプ� i./スメール� (EM8) 7 国際� FAX
r， 
J、� 国際電子郵便 	 8 インターネット

d :~際小包郵侵	 9 その池の手段

国際宅配便� 10 利用していない

し一 一一山一一一ーが…-一一一」

(複数回答寸)

J主:(本)宅配便と司、宅配僅及びバイク便のことです。 

(2) 	 主主で(誌、差近主閉に、海外へ連絡し7こり見物客送った際にどのような方法をご利用!となi りましたか。該当する番

号すべてにC印を付けてください。� 



問� 2 i情報通信に関連する機器」についてお尋ねします。� 

(1) 	 お宅では、次の①~③の機器を自宅に何台保有しておられますか。また、現在、それぞれの機器を保有されていな

い世帯にあっては、今後は保有したいとお考えですか。それぞれの機器について、該当する番号にOi:Dを付けてくだ
、。Lさ� 

保有している	 保有していない� 

2 3 4 5 
AロA l年以内に いずれは保 今後も必要
以 保有したい 有したい なし、

4ロA 4ロh 4ロA 4ロh 上� 

①携帯電話……… 	  2 3 4 5 6 7 8 

② PHS (簡易型携帯電話) (* a). 2 3 4 5 6 7 8 

③ 無線呼出し(ポケベル)� (* b) ... 2 3 4 5 6 7 8 
」ー 	 ι 一� 

注:(* a)、(*b) は、� 8ページに用語の説明があります。

(2) 	 ①携帯電話、⑦PHS(簡易型携帯電話)、③無線呼出し(ポケベル)のいずれかの機器を保有しておられる世帯の方
のみお答えください。

主主で、保有されている機器を主に使用しておられる方の年齢区分iこO印を付けてください。また、複数台保有さ

れている世帯にあっては、保有されている台数分お答えください。なお、間じ年齢区分に2人以上該当される場合は、

上ヱ主立O印を付けてください。(記入日現在の年齢でお答えください。)

9 

歳

以

下� 

10 

14 

歳� 

15 

19 

歳

20 

29 

歳� 

30 

39 

歳

40 

49 

歳

50 

59 

歳

60 

64 

歳

65 

歳� 

以

上� 

①携帯電話.�  2 '3 4 5 6 7 8 9 

② Pト18(簡易型携帯電話) 2 3 4 5 6 7 8 9 

③ 無線呼出し(ポケベル)� 2 3 4 5 6 7 8 9 

(3) 	 主主では、次の④~@の機器を自宅で保有しておられますか。また、現在、それぞれの機器を保有されていない世

帯にあっては、今後は保有したいとお考えですか。それぞれについて、該当する番号にO印を付けてください。

保有していない

保有して
いる� l年以内に し、ずれは保 今後も必要

保有したい� 有したい ない� 

④ファクシミリ 	 2 3 4 

⑤パソコン…一一 	 2 3 4 

⑤ワープロ. 	  2 3 4 

⑦ 	 力一・ナピゲーション・システム(*c)… 2 3 4 

⑧ 	携帯情報端末(本� d) 2 3 4 

i主:(本 c)、(*d)は、� 8ページに用語の説明があります。



①
「一一一一←十一一� 1一一

L一一一一ーム一一一一一-1-一
2
一寸一一一一一一一一一一一一一寸� 

円� i 

一」
② 自動車の運転中

③ rと 校校� 

⑨ や劇場映函館� 

⑤ 葵術館や図害館

⑤ 喫茶肘レストヲンー一一一「ーづ 一� l 

⑦ 電車也/てスの車中� 
ト一一一一一一一一一一一一ート一一一i i 

いD

シミ� Uをとのような沼進で利用されていまずか。 詰当する番守主L三エ」三OEDをイ、ごけてくださし� Q

通信販売の申込み

つ� 
L. クイズ?コ懸賞の応募

3 アシケートのE答

4 身近な清報の入手〈天気予報、高品� 旅行案内、占い等〉q

コミュ」ニケーンョン� i近況報告、連絡)

6 意見・要望などの投稿

7 の 他

叩一一一一一一一←ー一-~

(複数回答可)

"0を付けてくださ~OEP1]はいらっしゃいますか。該当する番号に(])盟主)i歳以上位入65家族{こζ皇室で[二、(5) 

また、そのご家族の方i手、阜呈で;去の機器を利用されていますか。利用している機器工2エlとO印を付けてくださ� 

「十一一一一一一一一一寸」一 一 一一一一一一一一一 寸
|ι耕巳何歳以上の方iまいりつ!� 11 引用し� Lいる機詰込山てaずか(複数回答可
[ しゃいますか ー「

¥，，;'fJ;"，'~ ~ iJ" ファクシミリ ミ ワープD 5 相していなし、!

〔 土」二4-Jl-2 パソコン i l携帯?柑�  

間� 3 r携議電話� "PHS 簡易型携帯電話〕の問題点Jこコいてお尋ねします。
盈主主車止宝玉虫記� i手、次の①~⑦の場所における携帯電話， PHS (簡易型湧帯電話) の{支用についてどのよフ� 

tこ忠われますか。該当す.Q溢号 iこ O~Dを付けてください。

「一一一一一一一一� -T一一一一一一一一一寸一一一一一一一一一-1
吏用を禁止する |使用に制限矧げるi制限等を必要としない1

ザて� 

間4 IISDN回綿Ji;:ついてお尋ねします。

会主己では、� iSDN回線を利用されていますか。該当する番号にQ印を付11-(ください。

一一寸

利用し� γいる

2 利用しでいないが、ど勾ようなものかは知ってい忍

3 利用していないが、名前i土問いfこことがある

4 名前も聞いたことがなじ、� 

亡
叫
�
 

o句、



間ち パソコンj悪イ言サービスとイシターネットについてお尊わします。� 

(1 ) 	主主でほ、三島呈で、パソコン通信サービスを利用しておられま子か。また、今後は刷用しにいとお考えですか。該

当ずる番号:こO叩を付!?で〈ださい。

利用している� 3 利用しアいないが、いずれは利用たL、� 

2 利用していないが、� i年以内に利用し� iこい� 4 利用していないし、今後も必要ない

(党) 民主で(;:1:、~-~~で、インターネットを利用しておられますか。まに今後(;:1:利用したいとお考えですか。詰当す

る番号!こ OE~ を付けてくだ c.' い。 

J7: 利用- 	 7利用し一、れい叩ま利用しご1 
lJ
二� 土三二三土利用したい 二5!'1;;f]二二二今後M 引、�  J 

L一一+お宅で;立、インターネットをどのような方法て・利用されていますか。該当ヂる番号すべ主 (~O印を付けて〈ださ

「一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一←「

ノぞソコン通信事業者の楼続サービスで利用している� i 
2 第� l極電気通僧事業者のインターネット接続サービス� (OCN、ODN、DION、シ，)ウスjで� | 

i 利用している� 1 

3 ケーブjレテレビ事業者の接続サーピスで利用している� l 
i その他のプ口パイグ(インターネット接続業者〉の接続サービスで利用している� | 

(複数回答可)

(つ¥、Jノ 用している世帯の方のみ主笠よく主主ど旦1斗主主主L2.五皇室三， /'¥乙ヨと通宣立千二互主ゑ.2.し、はインターネュ上 0) t.

O用されでいますか。該当する番号!こ1]の頻震で草L1をどのぐらf宝でほ、パソコン遇措サーピスやインターネッ� 

E日を付けて〈ださい。なお、複数の方で利用されている場合は、主に杷車主主主じ呈1]の利用状況をお答えください。[il-一一- Lぷ上 
  
2 週に� 3回以と	 5 月に� 1日以下� 

3 週に 1~2 回

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一」�  

(4) 主さ玉虫笠置主主主'1:::d主里主主主主旦

めなた様(世帯主旦五2.1誌、現在パソユン通信サービス、又はインターネットのいずれかを利用されていますか。

該当する害号主竺エ� r::.()印有号付けアください。(職場や学校害、お宅以j丹、の手IJ，Ef.Jも含めでお宮えください。〉

自宅で利用している� 4 学設で手;J)弔している� 1 

2 職場で利用している� 5 その他の場所で利用している� 1 

3 自宅と職場が同 の場所で利用している� 3 利用していなし� I

(寵主主回答可) 

(5) 	 d?主主霊.J:ti一望主盟主li立、パ、ノコン通信サービスもインターホットをどのような用途で利用されていますかっ該
当する番号主三玉三OEPを付けてください。(金量11且l t::いとお考えの方[立、どのような用途に担J..tl1..k主主立重量主
し℃お答えください。)

待定の相手との連絡・コミュニケーション ブ
i

n

明ホームペーヅを作成レも個人的な情報発信 趣味や旅行などの身近な情報の入手

ビジネス↑育報、ビジネス貰料の入手

つム� 

叫
�
 

。向

η

J

A
Y

R

J

U

オンラインショッピング(通信販売) Q
V クイズや懸賞の応募

》ハ1
1

オンラインパンキング アンケートの白答

インターネット電話� 1
a ゲーム、古いなどの遊び

7 J)ーウェア等のソフドウェアの入	 12 その他の用途� 

(複数回答可)



「情報通信技術の発展iιよコて利用心普及が見込まれるサ� τ ついてお尋ねしまず。1ιλJピ

主1主よ盛i立、� 1育報通信技術の見張によっ℃五一日将提案荘が予想されるサ，ピスや今後普及1)'::見jZ，ょまれるサービスのう

ち、どのJうなサーピスを期待されますかっ次の中から皇室I'flSli立1，よと思わ九るものを旦ユ主士お選びし、ただき、期

待が犬きい!噴容にその番号を記入しで〈だきい。

主h，--.1.~査を主j墨立ど工芸互土現主l主JJ茸I層五理珪:1:J2J， (})I，.i♀棚i::JJJLJよj~ムしてくださ L 、 ο

画面を通じて医師に健康相談したり、診断を受けたりできる


2 遠隔地の保健婦やホームヘルノfーによるてV電話を利沼しに高齢者等への福祉・介護サーヒス


'コ カタログをめくるように直面で高品を見ながら買い物ができる

4 ピデオ。オン・デマンド(見たい時閣に見たい映;FJ!l"放送署組を見ることができる)

数十チャンネルの放送番組を高精細画質のテレどで見ることができろh
J

6 画面を通じて趣味や教義のための講座に参加できる
 

7 最新のテレビゲームが配信され、雑れた場所の人との対戦もできる


8 申請・届出などの行政サービスや公的施設の予約などの手続きができる


9 銀行や郵慣局の残高照会、振込などの手続きができる

耐用�  

lU 必要な新濁記事を投宗� υて、� E面で見る(読む)ことができる
電号こマニド一等の利用により キャッシュレスショッピングができる

12 テレビ電話〈画面で相手の顔を見ながら電話ができる〉

13 テレワーク(コンピュータやネットワーク等を利用して、自宅ア会社と筒様の勤務〉

14 コンピュータやネットワーク等を利用して、学，佼と同様の授業を受けることができる� 

15 その他のサービス(具体的に.

16 特に望むものはない� 
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間7 「ケーブルテレビ及び衛星放送のテレビ」についてお尋ねします。

主主では、次の①~③のテレビ放送を自宅で逗聾しておられますか。それぞれについて詰当する番号iこQ印を付けて

ください。� iなd7J，ケーブルテ!/ビを遇� L;て、� BS放送や� cs掠迭を視聴されている世帯は、それぞれ「視聴している」に
()F-Pを付りてくださ小。
また竺二三生三 L.J\::::'歪盟盟主主主~\ 7d7.~ ¥;S主にお尋ね L.烹す。� sなた擦のお{主主いの地問て・[土ケーブルテレピサ

ービスが盟主ぎれて r，'~すか。該当する番号に o~nを付けてくだきいの 
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i之 提供されていない� l
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間� 3 ii通信切放送サ ピスO)flJ用料金」についてお尋ねし玄す。

亙宝<:'1;1，①~③に掲げた薗内の通信・放送サーピス i乙つい之、主再己立主~ 0且旦� i/J由記iこ総額でし、<':0料金をお

安払いになりましたか。該当する番号!とそれぞれO印を付けてください。

ただし、③加入謹話料牟{立、ば了丁の電話料金計算期閣の変更に(半L¥平成� 10年10月の請求額が通常月と呉点てるため

主illtJJl主旦亙r 江主旦開1の支払額の該当する番号(こOEDを付けてくださいD 
① 郵便半i金一封書、はがき、郵便/パ包の利用(差d::D料金で、速達、書翠などの特殊取扱料金を含む。

一一一一一一一一一←ー「� 
1;手用υなかった� ヰ� 500~- 999円支払った 7 5 ， 000~9 ， 999 円支払った i 

2 1-199円支払った� 5 ，000-21， 999円� 8 10，000円以上� 

200-，499円� H G 3，000-"4，999肉

L一一一一一一一一一一一一� 
② 宅配便料金ー宅配便、バイクイ慢なとの利用(差出〉料金。

「i-:ii戸;土一一-j-LJ;i平日よJ777τ;長二，999 fIl3t 
」
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2二"999目った 4 い叩00:3 6 000円三乙十一，10	

e③ 加入電話料金� 加入電話の基本料金と通話料金を合算� υたもの。(※平成� 10年� 9月分をお答えください。〉
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7 ， 000~7 ，999 円 11 20，00C"'-29，999円� 

4 ， OOO~4 ， 999 円 8，000-9，999円 r 12 30，000円以よ〆� 11 

③ 	 協動通信料金…携帯電話、自動車電話、� PHS(簡易主携帯電話〉の基本料金と通話料金を合算したものと、無線呼出

し〈ポケベル)の手IJ用料金を令計(抑料金、機器の料金は含まれさせん。)したもので、信弘'-?j空

か月分をまとめて玄斗ふエrる場令位、� lか月分に換算したむの。

「マ 支払帆7か-;t:. 5 山口-7羽� 9円支払った� 9 2ω土-29 ， ~:;99 円支払-; t:.つ� 
! 2 M992円支払った� 6 8ル� 9，999R 10 30，000円以上� ! 
3 3，000-3，999円� 7 10，000-14，;:)99円|

⑤ パソコン通信サ←ピスとインターコミットの利用料金…パソコン通信サービスとインターネットの月額基本料。利用の

!也盟主金也監~， 

支在、いがなかった� 5 6，00り-7，999円支払った� s 20 ， 000~29 ， 999 円支弘った 
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⑤ 宮内霞気通信料金合計パ，@~⑤の利用料金を令計したらの。 
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2 1-l.999円支弘った� 6 8，000--9，909円� 10 :3 0 ， OOO~39 ， 999 円 

|3ZOOM999円 ア 10 ， 000~14 ，999 円 40，000-49，999円� 

L1 4，000--5，999河 8 ;， 5 ， OOO~19，999円 12 50，000円以}二
」� 

⑦ 	 古賀送視聴料など…NHKの受信想、衛星放送信弓及びCS)の利用料金、ケーブルテレビの利用料金そ合計(加入料金¥
契約料金、受信アンテナ。チューナ一等の購入料金以含まれません。〉したもので、空弘心主主土なえ

辻圭まι主主て玄牛工τと手場金且三」立B~号L進軍したものo 
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とご家族のことについてお尋ねします。

あなに検〔世帯まの方〉の年齢[式、次のどれでしょうか。 該当する番号にo~r ャ付けてくだ主い。(~C::入日現在ウお答

えく t:':'さいの)

あなた様(世帯主の方)最後に、

F' 

20~29 歳 3 4.0~'~49 歳 5 60~64 歳 l

ト 39歳 4 50~同校 5 四以よ i 2 

の性別は、次のどれでしょうか。該当する警号lとOfPを付けで〈ださい。

「つ7 一五一一一一-777一一一一一一ーで
あなた捜(世帯主の方)F2 

あなた様(世帯主の方うのご職業は、;欠~，どわでしょうか。該当する番号[こO印を付けてくださ L、。

農林漁業自営 | 

学生 i 

無職 l 

その他 ! 

一一一一一一一一一一」
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日
/ 

号

勤労者(企業、団体、官公庁に勤める職員(管理職を桧く。)} 

2 管理職(従業者数回人以上の企業、団体、官公庁の管理職員〉

3 自白業(開業医¥弁護士、芸将家なとJ

4 商工業自営(従業者数30人未満の商庖や企業の経営者〉

つiu「「

お宅jj:何人家族でしょうか。該当する番号にOfりを付けて〈ださい。

1 入 3 3 人 5 ち人 ! 
2 2 人 4 4 人 6 6人以と ! 

」

F4 

ご家族全体での年胡収入 L前年J支の説込み年収 id:，次のどれでしょうか。該当する番号[こOEPを付けてください。

「1 …未満 一 i別Lζ戸i二0-1吋lr 
2 200-400万円未満 6 1.000-1，500万同未満 | 
3 400~600 万円未満 7 1. 500~2 ， OOO 万円未満 1 

4 60山 O万町 3 2ω山以上 」
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この調査票は、同封の返信用封筒。質問は以上です。お手数をお掛けいたしますが、

にてご返送ください。

tJJ子は結らなくて結構…Cす Q

ご協力有り難ラございぎした。



明〉説。コき主
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コードレス電話の 7 機を屋外でも使用できるようにし 7~~移動通信システムりこと

で、高速なデジタルデータ通信が可能といっコンセプトが特徴てす。携帯電話と比較

すると、通話料金が安いというメ i)";卜がある反耳、車午どでの高速移動中;立通話で

きな M、といった機能よの制約があります。

Pi43(鰐易型摸帯電話)(a) 

呼び出し音、振動、数字、文字だ?とによって用件の発生を知らで士る携帯型の受信機

の二とです。

無線呼出し(ポケヘル)(b) 

衛星からの信号で自動車の立置を判別し、進行方向などをとD-ROMソフトの再生
による地図面面土に表示するシステムのことですっ

7J一周ナピゲーション・(c) 

「ア、ケジュール、住所録、メモなどお[毘人の情報を管理する電子担、書議能」と「携帯

電話やPHS(簡易型携帯電話〉などを通じて電子メー/ノやインターネット、社内LAN
へのリモー~トアクセス機能Jを持つ、手慌サイズ (A5*，J)からノート程J支(A4半!J)の

大きさの超小型ノマソニンのごとです。
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携(d) 

ケーブルを使用して行うテレビ放送のことで、理常(地上波放送〉の番組のほか、

独自己制作レた地域の特定番組やスポーツ、音楽、ニュースなどの奪門番組、街昼放

送の番組など¥多くのチ γンネルが視聴できます O

難視穏対策だけのケーブルテンビは含みません。

ピレ

V 

プルテ

A f、
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ケ(己)

放送衛星を使沼しで行うテレビ放送のうぢ、 N日くが行う 2チャンネル CBS-lと
BS -2と呼ばれる0)のことです。視聴するには、パラボラアンテナとチューナーを

設置して直接受章するか、再送信するケーフ'ルテレビに加入する必要があります。

N H K 
第 2) 

B S 放送

〈衛星第 1

(f) 

放送衛星与を使用して行うテレビ放送のうち、日玄衛星放送制が行うチャンネjレのこ

とですn 視認するには、パラポ弓アンヂナ、チューナ一、専用ヂコーグー杢設置して

直接受信するか、再送信ずるケーブルテレピに加入する必要があります。

wowoい/B己放送(g) 

通信衛星を使用して行うテレビ及びラジオ放送で、映画、海外ニニース、スポーツ、

音楽などの専門チャンネルが放送されています。視:方、するには、パラボラアンテナ、

チューナ 、専用デコーダーを設置して直接受信するか、再送信するケーブノレテレピ

iこ加入する必要があります。
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